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令和２年度 第３回静岡県総合教育会議 開催結果 

（総合教育局総合教育課） 
 

１ 開催日時 令和３年１月15日（金）午後１時から３時まで 
 
２ 開催場所 静岡県庁西館４階第１会議室Ａ、Ｂ  
 
３ 出席者 

静岡県知事 川勝 平太 

教育長 木苗 直秀 

渡邉 靖乃 

藤井  明 

伊東 幸宏 

小野澤 宏時 

教育委員 

後藤 康雄 

地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会 

副委員長 池上 重弘 
 

４ 議事 

（１）才徳兼備の人づくり小委員会中間報告 

（２）未来を切り拓く多様な人材を育む教育の推進 
 
５ 出席者発言要旨 
 

＜議題１：才徳兼備の人づくり小委員会中間報告＞ 
 
・360 度から課題に切り込み、かつ働く意義を検討した結果が出ている。今までの日

本の教育が知識偏重型で、同質性を求める教育を行ってきた弊害が浮き彫りになっ

たと改めて感じた。高等学校教育に関する検討であるが、小・中・高全ての学校教

育に当てはまる内容となっている。 
 

・現状をベースに課題抽出し、その中から全体をまとめていく手法をとっているが、

10 年後、20 年後、50 年後にどのように世界が変わり、その世界で生き延びていく

ためにはどのような教育が必要になるのかというように、将来を見通した上で逆算

して課題抽出する手法があってもよい。 
 

・生徒と企業のアンケート調査では、教員の考え方や想い、捉え方が見えてこないの

で、余裕があれば切り込んでほしい。教員がどのような価値観を持っているのかを

しっかり把握する必要がある。 
 

・明るい未来を見せていただき、やりがいのある施策を多く提案していただいた。伊

豆箱根鉄道沿線の高校の教員に対するヒアリング調査では、地域と学校が連携する

上でコーディネーターの必要性が非常に高いことが分かった。教員には学校で求め

られている業務が多いので、地域と連携した学びをサポートする役割の人が必要で

ある。ただし、予算立てや人脈、企業への依頼事項等の知識があるコーディネータ

ーのような役割の人に支援を求める意見が多いので、県教育委員会としても、提案

のあったコーディネート専門人材の配置・育成についてサポートとしていく必要が

あると強く感じた。 
 

資料１ 
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・キャリア教育は、職業観や勤労観のみを育む学習ではない。これからの子供たちには、

不確実、不確定な世の中を生き抜く力が大事であり、職業観を通じてどのような生き方

をしたいのかをしっかり考える教育が学校で広まっていくことが大事である。静岡県は

交通の便が良く、在宅勤務が中心になってくると静岡県に住む人も増えてくるので、生

き方を含めたキャリア教育が進んでくると静岡県が活発になると考えられるので、官民

連携で進めていけばよい。 
 

・地域社会に開かれた教育について、教員免許を持っていない民間のスペシャリスト

が学校で授業を行った際に単位認定はどうなるのかなど、実際に起こる問題につい

て他県で実施される研究に参加するので、問題が見えてきたら報告したい。 
 

・静岡県の高校生は首都圏へ進学した後、いろいろな事情で地元に戻ってこない。実

家を離れて一人で武者修行することで失敗や勉強を通して人間形成ができていく

ので、地元に無理やり残るようにするのではなく、若者が静岡県に戻って来てくれ

る仕組みをつくることが大事である。 
 
・静岡県の優秀な学生に対して、卒業後に地元の企業へ就職する代わりに奨学金の返済

をその企業が支援することを約束する予約のような形にすると、学生はその企業に入

るために勉強にも力が入り、企業にとってもプラスになるので、静岡方式としてトラ

イしてもよい。 
 

・コーディネーターをどこで探し、どのように育成していくかということが集中して

考えていかなければならない課題の一つである。企業と一緒に高校生を育てる重要

性が指摘されているが、企業を退職して後進の育成に関心のある人を探してみるの

もよい。 
 

・今の高校はいろいろな取組を熱心に行っているが、良い実践例が世の中に広く周知

される機会が少ないので、既に取り組んでいる良い実践例を一目で分かるように紹

介していくとよい。 
 

・学校と地域を一人でつなぐことは難しいので、地域の側から発掘したコーディネー

ターと学校のことをよく知っているコーディネーターが二人三脚でつないでいく

形ができるとよい。どういう人材をどのように育て、どのようにインセンティブを

持ってもらうかということは、来年度の検討課題である。 
 

・高校と連携した企業の社員がとても生き生きとしているという報告があり、連携の

枠組みの中で企業側にもポジティブな影響がある。高校と企業の連携によるポジテ

ィブな成果を企業側から経済団体の集まりの中で発表する機会があると、企業にも

高校と連携してみようという視点ができてくる。学校、地域、企業によるウィン・

ウィン・ウィンの関係ができてくればとても豊かで幸せなことである。 

 

＜議題２：未来を切り拓く多様な人材を育む教育の推進＞ 

・教える側の教員が価値観を変えなければならない。これまでの教育は横並びであり、

均一性や同一性を求める教育だったので、そうした観点をリセットして出る杭をい

かに多く作るかという教育に変えていかなければならない。 
 

・芸術であってもスポーツであっても、とにかく多岐にわたって本物に触れる機会を

多く生徒たちに与える工夫が必要である。 
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・情報機器や人工知能を駆使して基礎教育の効率化を徹底的に追求していくことで、

教員の時間的・物理的・精神的な余裕が生み出されるので、その生み出された時間

を生徒たちの個々の力を伸ばす教育に当てる工夫が必要である。 
 

・学級、学年、学科、学校の種類、地域、公立・私立等の垣根を取り払い、類似する

才能や同じような分野への興味を持つ生徒たち同士を幅広く交流させ、刺激を与え

合うことで才能を伸ばしていくということが考えられる。 
 

・特技や才能、興味を持っている生徒たちが、教えられるのではなく自ら考えて学ぶ

時間を学校教育の中に単位として組み込んでいくような工夫ができれば、生徒たち

を伸ばす大きなきっかけになる。生徒たちに自分を発見する機会をいかに多く与え

るかが才能教育に欠かせないポイントである。 
 

・県の取組で成績優秀者に対するプログラムは非常に充実しており、学力がある程度

身に付いている生徒が自分で選んでいろいろなものに参加していく土壌は整って

いる。多様な人材の育成の観点からは、学力が高いことで参加できるプログラム以

外にもっと多様なプログラムを推進していく必要がある。具体的に、「未来を切り

拓く Dream 授業・賀茂版」の開催は、交通の便が良くない伊豆半島地域の子供たち

が勇気付けられるので、オンラインであっても開催し、県内のあらゆる地域の子供

たちが先進的なものに触れるチャンスを増やすことを考えてほしい。 
 

・掛川未来創造部 Palette(パレット)は、地域の中学生が自ら脚本、演出、音楽を担

当し、創造的で学校間を越えた活動をしている。地域の人材が芸術分野で支援して

おり、多様な活動として意義深い。全国からの評価も高い活動なので、県内全域の

様々な分野に広がることを期待している。 
 
  ・比較的大人しい子供たちにも活躍の場を持ってほしい。自分の夢や目標が持てず自

己肯定感が低い生徒やまだ自己理解が必要な生徒は多いので、大まかな自分の在り

方を認識しつつ、一つ一つキャリアを積み重ねて自分の居場所を見付けるようなプ

ログラムも導入していけると、より良い教育に結び付く。 
 

・自分で考えて自分で問題解決を図る子供を育てることが大事であり、そのためには

何でも好奇心を持って実行に移すことで、自分で創り出していける力を持ってもら

うしかない。自ら問題を見付けて解決する力を身に付けた若者が多く出てくること

を期待している。知識だけではなく、人間としての魅力がなければ駄目であり、例

えば、地域の偉人等について幼稚園や小学生の時から徹底的に勉強させ、それに関

連して政治や経済等の知識を持たせることで、静岡の個性を出していく必要がある。 
 
・高校が学校開放の拠点になっていけば面白い。健康増進で自分の体に興味を持った

年配者向けの施設としてサポートしたいという企業が多い。教員ではない大人が学

び続けている姿勢を見るのは子供たちにも良い刺激になるので、地域に対する学校

開放の可能性が広がっていく。 
 
  ・ユニークな試みを他の学校が真似て広げていくアクションが続いていかないとエネ

ルギーの無駄遣いになる。先進的な試みを真似し合う環境づくりが必要であり、そ

のために事例をきちんと紹介するようにすることが必要である。 
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・多様な人材の育成については、議論よりも実践しなければならないフェーズに来て

いる。グローバル人材やバカロレアも議論は大事だが、きちんと行程表を作って実

践していくフェーズに入るべき課題である。 
 

・「未来を切り拓く Dream 授業」を受けた子供たちをつなぐオンライン会議を開催し、

高校生になった今はどうなっているのか、どのようなことをやったのかということを

共有したい。地域を越えて子供たちが互いに刺激し合う枠組みを柔軟に作ることがで

きるとよい。 
 

・少子化により部活動が成り立たず、３校で１チームという学校もある。指導者がい

ないところでは、バスで各学校を回って生徒を集めて活動する方法もあり、広まれ

ば部活動から教員も外れることもできるので、静岡方式として打ち立てていけばよ

い。 
 

・グローバル人材とは、海外との接点ということだけではなく、多様性を理解し受け

入れることができる人材である。生きた外国語教育が違う文化や環境、価値観に触

れる機会を多く与えることになるので、そうした観点から英語教育を徹底すること

でグローバル人材を育てるということを強力に推進したい。また、英語以外の第２

外国語に触れる機会を多く与えることで、生徒たちの琴線に触れる感覚を呼び起こ

す機会が多くできると多様性との関連性が出てくる。 
 
  ・静岡県には、ブラジル、ペルー、フィリピン、インドネシア、ベトナムなど多くの

人がいる。例えば、学校でタガログ語やポルトガル語に触れる機会を持つと英語だ

けではない世界があることに気付くので、英語圏以外の言語や暮らしに触れる機会

を持つことは大事である。静岡県は、地域の定住外国人や留学生といった人材を生

かしていける。 
 
  ・グローバル化は、ただ海外へ広がっていくという意味ではなく、根っこを持ってい

ないといけない。自分の座標軸を持つため、静岡県民が共通して認識できるものを

強く打ち出していく必要がある。また、次の時代の人たちは、20 年、30 年経った

ら英語ではなく中国語が話せないと通じない時代になっていると思って変化して

いかなければならない。 
 
  ・全寮制のインターナショナルスクールであってもバカロレアであっても、多様性の

勉強の場としての高校を積極的につくっていくべきであり、そのためには知事部局

と教育委員会が連携し補完し合いながら新しい高校の構想が実現していくことを

望む。 

   

６ 知事総括 

  ・会議で出た意見は、小委員会の 終報告に生かしてほしい。 
   
  ・従来の習慣にとらわれず正しいと思ったことをできるところから実践していくとい

うことで、具現化に向けてそれぞれの執行機関で責任を持って速やかに取り組んで

いくようにしていきたい。 
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「才徳兼備の人づくり小委員会中間報告」に関する実践委員会の意見 
 

  

○ICT に関しては、生徒の知識やスキルが向上してきているので、自主性や主体性を

育む「才徳兼備」の人材を輩出するという意味では、早くハード面を整備して走り

始めていくことを強く望む。 
 

 ○日本は、創造力を学ぶ教育が遅れているが、生徒は主体的に行動するので、ICT を

もっと使うことで、創造力を学ぶ機会を作ってほしい。 
 

 ○今の高校生は、自ら地域と結び付き、地域と一緒にまちおこしなどを行うエネルギ

ーや企画力が優れ、ICT を駆使して外へ発信する能力もあるが、意欲的な生徒とそ

うではない生徒との格差が問題であり、置き去りにされている子供たちをいかにや

る気にさせるかが大事である。 
 

 ○国際化の面ではまだ格差があるので、英語をツールとして海外の生徒とディスカッ

ションして、更に新しい取組を英語で発言して連携していけるレベルまで静岡県で

も目指していくとよい。 
 

 ○高等学校に関するニーズ調査の結果では農業に関する数値が低いので、農業が盛ん

な本県において、農業と社会を結び付けて新しい取組ができるとよい。 
 

 ○自ら考えて行動する力を企業側は求めているので、自ら考えてどう組み立ていくの

かという力を身に付けられるような教育が小学校から必要である。 
 

 ○高校を卒業して社会に出る子供も増えてくるので、いかに高校時代に社会活動を経

験できるかが大事である。社会経験がなく教える立場に就く人もいるので、アルバ

イトだけではなく、単位化したりカリキュラムに入れたりして企業や社会で経験し

てもらえると見え方が変わってくるので、そこに重点を置く項目が入ってくるとよ

い。 
 

 ○ 終的な人づくりの方向性としては、自ら考え行動できる人材の育成は正しい方向

である。国が行おうとしている教育改革は正しい方向だが、授業や教員の教育の仕

方が相当変わってくるので、県も国の流れに沿ってやるべきである。 
 

 ○企業側が即戦力を求めた結果、新人に高度なレベルを求めることになっているが、

遠回りして教えるような無駄を排除した教育の中身が影響している。地域との関わ

りは、教員や学校にそのゆとりがないのが実情であるが、生徒に何かきっかけを与

えるためのサード・プレイスを地域の中につくり、そこに企業も参画し融合すれば、

積極的な生徒と気後れしている生徒にある想いの格差を解消できるのではないか。 
 

 ○高校生や大学生は、魅力あるまちにある学校に行こうとしているのが実情であり、

まちづくりが非常に大事である。魅力あるまちづくりを行うと、そこにある学校や

企業も光ってくるので、まちづくりと学校づくりが両輪で必要である。 
 

 ○キーワードは、「地域との関わり」と「学校の経営」をどのように変えていくかと

いうことだと感じた。生徒が地域の企業や社会と関わりながら様々なことを経験し

ていくことは重要だが、校長も地域を理解するようになると他の教員にも影響を与

え、教員も地域を理解すれば、生徒の活動しやすい環境が整う。 
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○静岡県の高校生には失敗してはいけないという強い意識があり、それは高校生の周り

に失敗した人がいないからである。高校生には周りの人々に多様性があるように見え

ないので、多様な大人や生き方を中高生のうちに様々な形で見てもらえればよい。 
 

 ○美術館の展示では、説明を読んでから物を見るのではなく、先に物を見るようにな

ってきている。それは、物を見ることによって、自分の感性を働かせて自分の判断

をしたいという意識が芽生えてきたということであり、説明を記憶するのではなく、

自分で見て感じたことを言葉に出すようになってきた。有名な画家だけの展示では

人は来なくなり、既成概念で物を見るという伝統が変わってきているので、どのよ

うに個々の感性を育成するか考えていく必要がある。 
 

 ○好きなことや得意なことに人生のチャンスがあり、部活動にはすごいチャンスがあ

るので、部活動の指導に情熱を捧げたい教員に対して、授業のコマ数を減らしてそ

の分を部活動の時間に移動するなど、部活動も授業として捉えて指導できる仕組み

を静岡モデルとして作ればよい。 
 

 ○リモートは効率がよく便利で非常に重要であるが、コミュニケーション能力をどう

鍛えていくかも重要な方向性であり、意欲や情熱をどのように育て上げられるかが

ポイントになる。失敗の多い人が成功も多くなるので、子供たちにチャレンジさせ

る、挑戦させ続けることが大事であり、努力する習慣を身に付けさせることが学校

のやるべき仕事である。 
 

 ○子供たちは、人間らしい大人と出会い、魅力ある大人との出会いによって変わって

いく。学校の教育目標に合わせて、各学年で地域のいろいろな人の志を知り、自分

の志を立て、その志を地域の人と実現させる取組を通じて、生徒たちが自分の志と

いう芯をつくることができ、高校入学後に自分が活躍するというよりもマネジャー

になる生徒が増えた事例があった。生徒自身が地域の方と関わって、何がどう変わ

るかが重要である。 
 

 ○実際のリアルな社会と学びがどうつながっているか興味を持たせ、生徒がいろいろ

なことを経験することで、こういうことを学びたい、学ばなければいけないと変わ

っていく。技術や資格に走りがちだが、どこに行っても通用する力という土台を身

に付けることが大事である。 
 

 ○目に見えて成果が見える施策に目が奪われがちであるため、時間をかけて腰を据え

て物事に取り組む研究に対しての理解を学生や社会人に対して伝えていかなけれ

ばならない。人文科学の研究者には、すぐに結果は出ないが可能性を持った人がい

る。そういうところにも人材が流れるように、IT やその活用に関する研究もよい

が、古典や昔からある研究等に対しての重要性を再認識する授業を高校や中学でも

取り組んだ方がよい。 
 

 ○今までの学校教育の中にも自ら考え行動できる子供は育つ環境はあるので、進学と

いう一大イベントを自分の力で乗り越えるということまで導いて後押しすれば、受

験を通して自ら考える力は十分付くはずである。 
 

○学校行事が縮小され、学校が進学学力にあまりにも傾倒しているので、昔からやっ

てきたことをしっかりやっていけば、自ら考え行動することは十分できる。加えて、

総合学習が充実してくれば、静岡県の教育になっていく。 
 

○小委員会での議論を来年度も進めていただき、熱心な方々のすばらしい御意見を伺

い、実践委員会の意見として総合教育会議に反映していく形をつくりたい。 
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未来を切り拓く多様な人材を育む教育の推進に関する論点 

 

 科学技術の発展やグローバル化の進展は、社会の在り方にも変化をも

たらしており、ＩｏＴやＡＩをはじめとする技術革新の進展により、そ

の変化はますます加速していくことが予想される。 

 このような社会においては、様々な変化や課題が生じると見込まれ、

変化に適応するだけではなく、変化を受け止めて新たな価値を創造して

いくことが求められ、一人一人の状況に応じて、その力を 大限伸ばす

とともに、才能や個性を発揮できるようにしていくことが重要である。 

 また、日本社会が抱える課題や地球規模の課題を自ら発見し解決でき

る能力や、地域が直接世界とつながる時代の中で、各地域においても国

際的な感覚や視点を持って地域社会の創造・発展に積極的に貢献する人

材の育成が必要である。 

 これらの課題に対応するためには、子供たちの個々の能力を伸ばし、 

未来を切り拓く多様な人材を育てていく必要がある。  
 

論点１：才能を発揮する人材の育成 

 一人一人の能力、適性、成長に応じた多様な学習機会を提供し、個々

の能力を更に伸ばしていくために、具体的にどのような取組が考えられ

るか。 

【検討の視点】 

・秀でた才能を更に伸ばすための教育の在り方 

・一人一人の能力を伸ばすための学校教育や家庭教育の在り方 

・個人に応じた多様な学習機会を提供するために必要な取組 
 

論点２：グローバル人材の育成 

グローバル化が進展する社会において、世界に貢献できる人材を育成

するために、具体的にどのような取組が考えられるか。  

【検討の視点】 

・世界に貢献するために必要な、豊かな国際感覚、コミュニケーション

能力、プレゼンテーション能力等の育成 

・グローバル化に対応した教員の資質・能力の向上 

第３回総合教育会議 資料 議題 
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「未来を切り拓く多様な人材を育む教育の推進」に関する実践委員会の意見 
 

  

○持続不可能になりつつある状況に危機感を持って変革できる子供が も必要なグ

ローバル的に活躍できる子供である。地域の困りごとについて、結果は出なくても

取り組むところまでは総合学習でやってほしい。自分の進路や受験に関わらなくと

も、変革と利他をポイントに SDGs を総合学習で進めていくとよい。 
 

○才能を発揮する人材とグローバル人材の育成については、静岡県内の人たちだけで

考えていても難しい。国内の好事例を静岡県に当てはめるという発想では駄目であ

る。例えば、ミネルヴァ大学の寮やイギリスのパブリックスクールを誘致するなど、

失敗してもよいので教育行政に関わる人のマインドセットを変えなければ、幾ら静

岡に関わる人たちが話し合いをしていても縮小していくような政策しか出てこな

い。 
 

 ○全県下平等に実施すると大変なお金と時間がかかるので、例えばトヨタによる裾野

の未来都市の建設などに乗るのも一つのアイデアである。 
 

 ○グローバル人材の育成において、オンラインではできない生身の付き合いは大事だ

が、新型コロナウイルス感染症の影響により、海外に生徒を送ることができないの

で、海外から優秀な高校生を農業高校などで受入れてほしい。 
 

 ○アジアの中ではイスラム教徒が多く、本県のようなクオリティ・オブ・ライフが高

い地域で子育てし大学に行かせたいと考えているので、海外から勉強するために来

てもらうためには、欧米ばかりに目を向けずに、身近なアジアからすばらしい先生

をたくさん呼べるよう環境整備をすると、本当の意味でのグローバル人材が育つ。

グローバル人材の育成について、海外から来てもらうものなのか、県民が頑張るも

のなのか明確にすべきである。 
 

 ○限られた人数が限られた日数だけ海外に行き、リアルな体験を積むことはとても大

事だが、高校生の頃から自分の言いたいことが言える、読みたいものが読めるぐら

いの英語力を身に付けるためには、安いオンラインの英会話教室もある。できれば

小学校から、流暢な英語でなくても互いに通じ合えるような英語を毎週使うことが

大事である。英語に触れていくことが優秀な才能を伸ばすことにつながるため、予

算や仕組みの面で具体化をお願いしたい。 
 

 ○静岡にいても世界に貢献できるということを考えると、世界で活躍するために子供

たちを育てるのではなく、世界に貢献できる人材を育てていくという考え方にしな

ければ、優秀な人材はとにかく外に行きなさいということになり、遠くに行くこと

が目的で何が最終的な人生のゴールなのか見失ってしまう。 
 

 ○一人一人の才能は違っており、その才能を伸ばす時にどれだけの教員がその生徒に

対して目を向けているかということが、その生徒の才能をうまく汲み上げるための

大事な仕組みだが、教員の多忙化により手が回っていない現状では、一人でも多く

の生徒に目を向けられるような状況をどう作るかが非常に大事である。 
 

○週１・２回の語学では英語を話せるようにならない。 低でも毎日１・２時間は学

ばなければ身に付かないので、本当の意味でのグローバル人材を育てていくのなら

ば、授業を完全に英語で行うことが重要である。 
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新しい時代に対応した「高等学校教育の在り方」に関する報告（概要） 

令和３年３月 15 日 

才徳兼備の人づくり小委員会 
 
 

１ 急激な社会変化 
・Society5.0 が到来し、雇用形態や労働市場の流動化がより一層進展すると予想 

・社会の変化を前向きに受け止め、新たな価値に挑んでいく力を育むことが重要 

２ 少子化の進行 
・県内の中学校卒業者数は、令和 11 年３月には３万人を下回り、更に減少が続く予想

・生徒数の減少を見据え、教育の質の維持・向上を検討していくことが必要 

３ 新型コロナウイルス感染症感染拡大を通じた変化 
・新型コロナウイルス感染症への対応は、教育の在り方を考え直す契機 

・ＩＣＴを活用した学習支援等の効果を検証し教育の質や環境の改善につなげることが必要

４ 本県における魅力ある高等学校づくりの推進 
・県では、地域の実情を踏まえ、新学科設置や新構想高校設置に向けた取組等を推進

５ 国における教育改革の進展 
・新学習指導要領で「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を実施 

・中央教育審議会で地域社会の課題解決に向けた学び重視の学科等の制度化を検討中

６ 高等学校に対するニーズの多様化 
・生徒が高校で身に付けたいことは学力や技術・資格が上位であるのに対し、事業所

が高校生に身に付けてほしいことは自ら考え行動できる資質・能力や人間性が上位

・キャリア教育が必要と考える生徒と事業所は９割超だが、学校と地域や企業と関わ

る機会があるのは、生徒も事業所も半数を下回る状況 

・地域の人や企業が関わる教育に興味のある生徒は 59.9％だが、高校と地域や企業等

が関わる機会が必要だと思っている事業所は 93.0％ 

・将来地域の役に立ちたいと思っている生徒が 82.1％である一方、いずれは静岡県に
戻って暮らしたいと思っている生徒は 65.9％ 

 
 

１ 高等学校に求められる役割 
・高校生の社会や自分に対する意識を高め、学びの動機付け等につなげることが必要

・「出口」のみを目標とした学習ではなく、様々な課題に挑む力等を育む教育が必要 

２ 地域を見据えた人材育成の必要性 
・学校内で提供できる学びでは不十分で、学校外の地域資源も 大限活用することが必要

・普通科も生徒や地域の実情に応じた特色化、弾力化に取り組むことが必要 

３ 教員を含めた運営体制改善の必要性 
・教員の業務多忙化が課題であり、子供の学びを学校外から支えていく仕組みも必要

・主体的・対話的な学びの実現に組織的・体系的に取り組むことが必要 

４ 地域の実情に応じた魅力ある学校づくり 
・教育資源や特性、地理的な制約等の地域の実情を踏まえた多角的な検討が必要 

 
 

＜次代の担い手の育成＞ 
○多様な学びを通じて自ら考え挑戦する力を持ち様々な形で静岡県に貢献する人材の育成

→ 地域社会に開かれた教育 

・自ら学び、考え、課題に立ち向かう力を育む地域社会に開かれた教育 

→ 学びのフィールドを生かす教育 
・豊かな自然環境や多様な産業等の地域資源を生かした静岡県ならではの教育

Ⅰ 本県の高等学校教育を取り巻く状況 

Ⅱ 本県の高等学校教育における課題 

Ⅲ 本県の高等学校教育に求める姿 

資料２ 



 
 

１ 基本的な施策の方向性と取組 
(1) 地域の実情を踏まえた特色ある教育の実施 

○一人一人の適性や能力に応じ、それらを 大限に伸ばす学びの提供と環境整備 

・学校外の様々な教育資源を活用した特色ある教育の実現 

○地域の将来像や地域が求める教育等を踏まえた学びを実現 

・普通科改革、特徴ある学科設置や 先端の実践的な職業教育の先駆的な実施 

(2) 地域との連携強化に向けた学校の運営体制の改善 
○教科学習や課外活動だけでなく、授業内で地域と連携した活動を行う体制を構築

・学校運営方法等に対する地域のより積極的な関与や地域と連携した活動の単位認定

○外部の多様な主体が高校教育に関わる仕組みを構築し組織的に取り組む体制へ転換 

・教員と外部の多様な「人財」によるチームの構成 

・地域連携活動を行った生徒が大学や企業等に評価される仕組みの導入 

２ 基本的な施策を進める上で必要な取組 
(1) 地域資源や情報のプラットフォーム構築 

○物的・人的資源、地域と連携した実践例等の情報を共有し教育現場で活用 

○生徒の関心を高めるため成功事例を見える化 

＜具体的取組＞ 

・地域の多様な主体の連携組織による高校と地域全体が一体となった取組の実施 

・生徒・企業の発表の場や教育現場と外部「人財」が交流し学び合える場の設置 

・先駆的取組等に関する情報の一元的発信と共有のためのオンライン上の場の設置 等

(2) コーディネート専門人材の育成・配置 
○高校と外部をつなぐコーディネート機能を確保し、地域と連携した学びを実践 

○地域連携を中心となって推進する学校と地域を熟知し交渉力のある人材を配置 

＜具体的取組＞ 

・外部の専門人材の活用とその社会的地位を明確にする仕組みの構築 

・大学等における専門人材を育成する講座の開設 

・教員や企業の社員が定年後に学校を支援するキャリアモデルの構築 等 

(3) 学校と地域の連携・協働を進める教員の育成 
○管理職や教員の意識を変え、地域による学びの提供に対する積極的な取組を促進

○業務改善による教員の余裕時間の捻出や地域全体で解決する取組を推進 

＜具体的取組＞ 

・地域連携に関わる教員等の研修会や他校教員等との情報共有を図る勉強会の実施

・教材データベース化やＩＣＴによる業務改善の情報共有を行う仕組みの構築 

・大学における地域と連携した学びの担い手となれる教員の養成 等 

 
 
１ 段階的取組の実施 

○短期、中期、長期の課題に分けて可能なものから実施 

・短期的取組は、令和３年度に着手し、効果等を踏まえて取組内容を改善 

・中長期的取組は、実施課題と検討課題に分け、調整・検討の場を明確にした上で、

バックキャスティングの視点で具体的目標を定めて推進 

○モデル校での取組を通じて静岡県モデルを構築し、全県的な取組へ拡大 

・令和３年度にモデル校を指定し、取組の成果や検証を踏まえて取組内容を改善 

・取組を形骸化させないため、モデル校以外の教員の意識改革等が不可欠 

２ 施策への反映・検証 

・小委員会で短期的取組の評価を行い、改善事項や中長期的取組の方向性等を提案

・県・県教育委員会は、必要に応じてＷＧ等で具体化に向けた調整等を実施 

・大学、企業、市町、関係団体等を含めた社会総がかりの取組が不可欠 
 

Ⅳ 静岡型高等学校教育の実現に向けて取り組むべき施策 

Ⅴ 効果的に施策を進めるための方策 



 

 

 

 

 

新しい時代に対応した「高等学校教育の在り方」に関する報告 

～地域と連携した特色ある学校づくりに向けて～ 
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Ⅰ 本県の高等学校教育を取り巻く状況 

 

１ 急激な社会変化 

社会は急激に変化しており、人工知能（AI）、ビッグデータ、Internet of Things（IoT）

をはじめとする技術革新が一層進展し、近い将来、社会や生活を大きく変えていく超ス

マート社会（Society5.0）が到来すると予想されている。 

こうした技術革新の進展により、今後 10 年から 20 年後には、日本の労働力の相当規

模が技術的に AI やロボット等により代替できる可能性やこれまでになかった仕事が新

たに生まれる可能性が指摘されており、雇用形態の変化や労働市場の流動化がより一層

進展すると予想されている。 

実社会においては、様々な判断を求められる機会に直面することとなるため、子供の

頃から、様々な情報を主体的に捉えながら、何が重要かを主体的に考え、責任を持った

判断をする過程を経験していくことが不可欠である。 

今後到来する変化の激しい社会においては、様々な変化や課題が生じると見込まれ、

求められる能力も変わり続けるため、特定の分野の知識や技能だけでなく、新たなこと

を学び、予測できない変化を前向きに受け止め、新たな価値に挑んでく力を育んでいく

ことが重要である。また、変化や課題は、地域によって異なることから、地域の状況に

応じた人材育成の在り方が求められる。 

図１ これからの社会 ～Society5.0 による人間中心の社会～ 
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２ 少子化の進行 

高等学校の在り方を考える上では、今後の人口減少も踏まえる必要がある。 

県内の中学校卒業者数は、平成元年(1989 年)３月に 62,506 人であったものが、令和

２年(2020 年)３月には 33,398 人まで減少している。今後も減少傾向は続き、令和 11 年

(2029 年)３月には、令和２年(2020 年)３月から 10.5％減少し、３万人を下回る見込み

である。 

また、旧学区別に令和２年(2020 年)３月の実績と令和 11 年(2029 年)３月の見込みを

比較すると、賀茂が 26.0％の減少で も減少幅が大きく、田方、沼駿、富士、清庵、静

岡で 10％から 20％の減少、志榛、磐周、西遠で 10％未満の減少となっている。一方、

小笠では、ほとんど変化が見られない。（表１） 

さらに、将来推計人口によると、本県の年少人口（０～14 歳）は、2020 年の 445 千人

が 2030 年には 379 千人、2040 年には 336 千人になると推計されており、本県の中学校

卒業者数は、将来にわたって継続して減少していくことが予測されており、生徒数の減

少を見据え、高等学校における教育の質の維持・向上等を検討していく必要がある。 

表１ 県内の旧学区別中学校卒業者数の推移 

（単位：人） 

旧学区 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3 R6.3 R7.3 R8.3 R9.3 R10.3 R11.3

賀茂 454 448 403 394 401 361 363 377 322 336

田方 3,354 3,328 3,296 3,266 3,316 3,133 3,185 3,157 2,925 3,011

沼駿 3,190 3,088 3,147 3,082 3,124 2,962 2,854 2,777 2,775 2,661

富士 3,563 3,356 3,476 3,527 3,466 3,477 3,342 3,273 3,232 3,150

清庵 2,106 1,961 1,998 1,968 1,801 1,866 1,775 1,805 1,694 1,704

静岡 4,195 3,831 4,052 4,057 3,869 3,796 3,962 3,787 3,607 3,588

志榛 4,187 4,106 4,134 4,304 4,138 4,176 4,238 4,181 4,027 3,872

小笠 1,715 1,695 1,669 1,767 1,795 1,716 1,723 1,699 1,746 1,737

磐周 2,782 2,651 2,737 2,858 2,715 2,841 2,694 2,668 2,794 2,536

西遠 7,852 7.616 7,840 7,935 7,726 7,452 7,555 7,429 7,417 7,312

全県 33,398 32,080 32,752 33,158 32,351 31,780 31,691 31,153 30,499 29,907

 

３ 新型コロナウイルス感染症感染拡大を通じた変化 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、本県の高等学校においても、臨時休業

が実施され、生徒が長期間登校できない状況が続いた。県教育委員会では、臨時休業期

間中、生徒の学習に著しい遅れが生じることのないよう、授業動画やデジタル教材等の

ＩＣＴを活用した家庭学習支援や、教師による学習指導や学習状況の把握の組合せによ

り、生徒の学習支援を行った。また、学校に対する職員派遣や教職員向けの支援サイト

によるＩＣＴ活用の支援を行った。 

新型コロナウイルス感染症への対応は、オンライン学習をはじめ、教育の在り方その

ものを考え直す議論を巻き起こす契機となっている。Society5.0 を見据えると、ＩＣＴ

の活用は不可欠であり、新型コロナウイルス感染症影響下でのＩＣＴを活用した学習支
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援等の効果を検証しつつ、臨時休業に伴う学びの保障にとどまることなく、教育の質や

環境の改善につなげていくことが必要である。 

 

４ 本県における魅力ある高等学校づくりの推進 

県教育委員会では、高等学校教育の発展、充実に向け、平成 12 年(2000 年)２月に平

成 22 年度(2010 年度)を見通した「静岡県立高等学校長期計画」、平成 17 年(2005 年)３

月に平成 27 年度(2015 年度)を見通した「静岡県立高等学校第二次長期計画」、平成 30

年(2018 年)３月に 2028 年度を見通した「静岡県立高等学校第三次長期計画」を策定し、

高等学校教育改革の推進や教育環境の整備に努めている。 

「静岡県立高等学校長期計画」及び「静岡県立高等学校第二次長期計画」の下では、

通学区域の見直し、県立高等学校９校における総合学科の整備、10 校の新構想高等学校

の設置、県立高等学校 10 校における特別支援学校高等部分校の設置等が行われてきた。 

現在の「静岡県立高等学校第三次長期計画」の下においても、地域の実情等を踏まえ

ながら、新学科設置に向けた検討や学科改善、共生・共育の推進、教職員の資質向上、

新構想高等学校の設置に向けた取組等を行っているところである。 

 

５ 国における教育改革の進展 

本県の高等学校教育の在り方について検討する上では、高等学校において実施される

新学習指導要領のほか、中央教育審議会において行われている「新時代に対応した高等

学校教育の在り方」に関する議論の内容を踏まえる必要がある。 

(1) 新学習指導要領の実施 

令和４年度（2022 年度）から、高等学校の新学習指導要領が年次進行で実施される。 

この新学習指導要領では、子供たちに求められる資質・能力とは何かを社会と共有

し、連携する「社会に開かれた教育課程」を重視しており、「知識及び技能」、「思考力、

判断力、表現力等」、「学びに向かう力、人間性等」を学び育てるために、「主体的・対

話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を行うこととされている。 

具体的には、各学校におけるカリキュラム・マネジメントを確立するとともに、こ

れまでの「総合的な学習の時間」をより探究に特化した「総合的な探究の時間」に変

更するなど教科・科目の構成を改善するほか、言語能力の確実な育成、理数教育の充

実、伝統や文化に関する教育の充実、道徳教育の充実、外国語教育の充実、職業教育

の充実等による教育内容の改善を図ることとなっている。 

(2) 中央教育審議会における議論 

国の中央教育審議会は、平成 31 年(2019 年)４月に文部科学大臣から「新しい時代

の初等中等教育の在り方について」を諮問されたことを受け、「新しい時代の高等学校

教育の在り方ワーキンググループ」において、新しい時代に対応した高等学校教育の

在り方について集中的に調査審議を行ってきた。 

令和２年(2020 年)11 月の「新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ

審議まとめ」では、高校生の学習意欲を喚起し、可能性及び能力を 大限に伸ばすた

めの教育活動への転換が急務であると指摘されており、急激に変化する社会の中では、
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大学入学や就職等の高等学校の「出口」のみを目標とした学習ではなく、多分野に関

する理解や新たなことを学び挑戦する意欲を育むことが不可欠であるとしている。 

その上で、関係機関と連携した高度かつ多様な学びの提供や地域の実態に応じた多

様な高等学校教育の実現等のほか、学科の特質に応じた教育活動の充実強化を図って

いく必要があるとしている。 

特に、高校生の多くが在籍する普通科は、一斉的・画一的な学びの印象を持たれや

すいが、生徒の能力や興味・関心等を踏まえた学びを提供する観点から、弾力的な措

置を取り、各高等学校の特色化・魅力化を推進するという考え方が示されている。 

具体的には、「普通教科を主とする学科」として、「普通科」のほかに、SDGs の実現

や Society5.0 の到来に伴う諸課題への対応を図る「学際科学的な学びに重点的に取り

組む学科」、地域社会が抱える諸課題に対応し地域や社会の将来を担う人材の育成を図

る「地域社会に関する学びに重点的に取り組む学科」の設置が考えられるとしている。 

 

６ 高等学校に対するニーズの多様化 

(1) 生徒の受入等の状況 

県内の中学生の高等学校等進学率（通信制課程を除く。）は、令和元年度(2019 年度)

卒業生で 94.2％となっており、その前年度までは平成 16 年度(2004 年度)卒業生以降

95％台で推移している。 

また、県内の高等学校卒業者の高等教育機関等進学率は、令和元年度(2019 年度)卒

業生で 73.5％となっている。一方で、就職等の割合は、令和元年度(2019 年度)卒業生

で 23.1％となっている。 

令和元年度(2019 年度)の中学校卒業生のうち、県内の全日制高等学校への進学が

89.0％（公立 65.1％、私立 34.9％）となっている。中学校を卒業したほとんどの生徒

が高等学校に進学している状況であり、多様な入学動機や進路希望、背景を持つ生徒

が在籍していると考えられる。 

(2) 生徒や事業所のニーズ 

地域で求められる高等学校を把握するため、県内の高校生及び事業所を対象にアン

ケート調査を行い、生徒 6,072 人及び 995 事業所から回答を得た。 

以下に示すように、生徒と事業所の考え方にはギャップも見られる。生徒の多様な

ニーズや実情に応じた個別 適化された学びが求められるが、高等学校が社会から求

められる役割を果たすためには、地域が求める人材像や地域の産業、文化、地理的要

因等の特色を捉えることが不可欠であり、将来の社会を牽引する人材を育成していく

ための学びを実現する観点から、高等学校の在り方を検討していく必要がある。 

ア 高等学校選択の理由 

生徒が学科を選択した理由は、普通科では、「卒業後の大学進学等に有利だから」

が 43.8％で も多く、次いで「体験入学等で良いと思ったから」が 27.2％となって

おり、その他の学科では、「将来就きたい仕事と関連しているから」、「卒業後の就職

に有利だから」が多くなっている。一方、「将来の進路がはっきりしないから」という
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回答も多く、特に普通科では 25.9％を占めている。（図２） 

また、現時点で進路を決め

ている生徒は、普通科では

83.1％が進学、工業科、商業

科、農業科及び水産科では

46.5％が就職となっている

が、職業を意識して高校を決

めた生徒は、普通科以外では

70.0％であるのに対し、普通

科では 46.4％にとどまって

おり、将来の明確な目標のな

いまま普通科へ進学してい

る生徒も多いと見込まれる。 

イ 高等学校に求める教育 

生徒が高等学校で身に付けたいことは、全体では、「進学に役立つ学力」が 53.2％

で も多く、次いで「就職に役立つ技術や資格」の 28.6％、「生きて働くための知識・

技能」の 18.4％となっているが、普通科では、「進学に役立つ学力」が 66.7％で も

多く、次いで「自ら考え行動できる資質や能力」の 18.2％となっている。一方、事業

所が高校生に身に付けてほしいことは、「自ら考え行動できる資質や能力」が 50.2％

で も多く、次いで「他人を思いやる心など豊かな人間性」の 27.9％、「多くの友達

と知り合い良好な人間関係を築く能力」の 24.5％となっており、生徒と事業所で高等

学校に求める教育に相違が見られる。（表２） 

事業所が高等学校に求める魅力や特色は、「就職支援が丁寧」が 39.8％で も多く、

次いで「学習指導が丁寧」の 35.2％、「部活動が盛ん」の 32.6％となっている。 

高等学校におけるキャ

リア教育については、生

徒の 92.8％、事業所の

92.3％が必要だと回答し

ている。その上で、事業

所においては、93.0％が

高等学校と地域や企業等

が関わる機会が必要だと

回答しているが、地域の

人や企業が関わる教育に

興味がある生徒は 59.9％

にとどまっており、意識

に大きなギャップが見ら

れる。実際に、地域や企

業と関わる機会がある生 

表２ 高校で身に付けたい（身に付けさせたい）こと（複数回答）

項　　　　　目 生徒 事業所

進学に役立つ学力 53.2% 2.8%

就職に役立つ技術や資格 28.6% 10.9%

生きて働くための知識・技能 18.4% 7.6%

自ら考え行動できる資質や能力 15.8% 50.2%

多くの友達と知り合い良好な人間関係を築く能力 14.1% 24.5%
スポーツなどを通じた健康な心身 10.3% 7.1%

学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう人間性 9.1% 20.5%

他人を思いやる心など豊かな人間性 8.2% 27.9%

未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力 8.0% 12.4%

国際感覚とコミュニケーション能力で国際社会に貢献できる能力 7.7% 2.5%

芸術などを通じた豊かな表現力 5.9% 0.0%

規則正しい生活などの基本的な生活習慣 4.8% 12.4%

横断的・総合的な学習により課題を発見し解決していく資質・能力 4.1% 11.1%

IoTやAI等の技術革新の進展による社会の変化に対応できる能力 3.3% 2.5%

科学・技術分野の経済的成長や革新・創造に特化した能力 2.3% 2.4%

正義感やボランティア精神 1.7% 1.6%

その他 0.3% 2.2%

図２ 学科選択の理由（複数回答） 

34.0%

25.6%

22.9%

19.8%

16.4%

15.2%

14.8%

10.5%

10.4%

5.2%

2.7%

1.2%

4.8%

43.8%

8.8%

25.9%

10.1%

5.5%

20.1%

12.9%

11.4%

2.0%

3.3%

1.8%

6.3%

27.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

卒業後の大学進学等に有利だから

体験入学等で良いと思ったから

将来就きたい仕事と関連しているから

将来の進路がはっきりしないから

教育の内容に興味があったから

卒業後の就職に有利だから

合格できそうだったから

中学の先生からすすめられたから

周囲の人にすすめられたから

特色ある取組や授業に興味があったから

友人が選択していたから

高校からすすめられたから

その他

全学科合計

普通科のみ
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徒は 48.3％、授業への参画やインターンシップなど高等学校と関わる機会がある事業

所も 44.7％にとどまっている。 

高等学校における教育に関し、「理数系を専門に学ぶ教育」、「医学部医学科進学を

目指した教育」、「福祉を専門に学ぶ教育」、「英語の授業に重点を置いた教育」、「海外

留学を目指して外国語で授業を行う教育」、「国際協力を行う教育」、「スポーツを専門

に学ぶ教育」について、いずれも全体の８割以上の生徒が必要だと回答している。事

業所においても、「理数系を専門に学ぶ教育」、「スポーツを専門に学ぶ教育」、「福祉

を専門に学ぶ教育」、「英語の授業に重点を置いた教育」、「海外留学を目指して外国語

で授業を行う教育」について、いずれも５割以上が必要だと回答している。 

事業所が高等学校で充実させるとよいと思う学科については、「普通科」が 62.9％

で も多く、次いで「商業科」の 52.6％、「工業科」の 47.0％「理数科」の 38.3％、

「国際科」の 37.9％、「福祉科」の 31.5％となっている。 

ウ 地域との関わり 

地域の人や企業が関わる教育に興味がある生徒は 59.9％にとどまっているが、「イ

ンターンシップや職場体験を行うこと」、「地域の防災活動を行うこと」、「企業と一緒

に商品の開発や販売を行うこと」、「企業から企業の魅力や産業を学ぶこと」、「学校行

事で地域の人と一緒に活動を行うこと」については、いずれも全体の７割以上の生徒

が興味を持っている。事業所においても、「企業から企業の魅力や産業を学ぶこと」、

「インターンシップや職場体験を行うこと」、「地域の防災活動を行うこと」、「地域の

人や企業と一緒に地域の課題を解決するような活動を行うこと」について、いずれも

８割以上が必要だと回答している。 

事業所が高等学校に対して貢献できそうなことは、「インターンシップ等で生徒を受

け入れることができる」が 59.1％、「学校に対して専門的知識を有する者を派遣でき

る」が 23.7％となっている一方、「ない」との回答も 18.4％となっている。 

将来地域の役に立ちたいと思っている生徒は、全体で 82.1％となっている一方で、

進学や就職で離れていても、いずれは高校や自宅のある市町に戻ってきて暮らしたい

と思っている生徒が全体で 61.4％、いずれは静岡県で暮らしたいと思っている生徒が

全体で 65.9％にとどまっている。（図３） 
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25.2%

27.7%
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進学や就職で離れても、いずれは静岡県に戻って
きて暮らしたい

進学や就職で離れても、いずれは高校や自宅のあ
る市町に戻ってきて暮らしたい

静岡県で暮らしたい

高校や自宅のある市町に暮らしたい

将来地域の役に立ちたいと思うか 思う まあ思う 

あまり思わない 
思わない

進学や就職で離れても、いずれは高校や自宅のある

市町に戻ってきて暮らしたい 

進学や就職で離れても、いずれは静岡県に戻ってきて

暮らしたい 

将来地域の役に立ちたいと思うか

高校や自宅のある市町に暮らしたい

静岡県で暮らしたい

図３ 地域への貢献意欲（複数回答） 
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Ⅱ 本県の高等学校教育における課題 

 

１ 高等学校に求められる役割 

学校教育法において「高等学校は、中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及

び進路に応じて、高度な普通教育及び専門教育を施すことを目的とする」とされており、

高等学校には、心身の発達及び進路に応じた教育、すなわち個別 適化された学びを支

援していくことが求められている。生徒一人一人の特性に応じた多様な可能性を伸ばす

とともに、高等学校卒業時に必要な資質・能力を身に付けさせる教育が期待される。 

高校生は、多様な入学動機や進路希望、背景を持っており、全ての生徒が将来に対す

る明確なビジョンを持って高等学校を選択しているわけではなく、学びに対する興味・

関心の希薄さや将来との関連性が見えないままの学びといった課題もあり、様々な体験

や経験を積み重ねることで、社会や自分に対する意識を高めるとともに、学びの動機付

けや自己安心感の獲得につなげていくことが必要である。 

また、高等学校には、大学等の高等教育機関や実社会につなげていくための役割が求

められている。急激な社会変化の中では、大学への進学や就職等の高等学校の「出口」

のみを目標とした学習ではなく、大学等で学びを深めたり、実社会で様々な課題に挑ん

でいったりする力を育んでいく教育が求められ、高等学校を取り巻く状況を踏まえ、そ

の機能を更に強化していくことが必要である。 

 

２ 地域を見据えた人材育成の必要性 

子供たちの資質・能力や様々な課題に挑戦する力を育み、将来の社会を牽引する人材

を育成していくためには、学校内部で提供できる学びでは十分ではなく、学校外の地域

資源も 大限活用し、地域社会に目を向けた幅広い教育を行うことが求められる。 

本県の高校生には、地域への貢献意欲はあるものの、県外大学へ進学し、そのまま本

県には戻らないと考えている者も少なくない。また、県内企業等の多くは、高等学校に

地域や企業等が関わる機会が必要だと考えているが、地域や企業等が関わる教育に対す

る関心がない生徒も多い。本県の高等学校においても、県内企業等や地域の魅力を伝え

るとともに、スペシャリストを育成する教育を行い、本県にとどまらず日本や世界に貢

献する人材を輩出していくことが必要である。 

専門学科や就職者が多い高等学校では、地元の企業との結び付きが強く将来につなが

っているが、進学校ほど教科学習に重点が置かれ、地域とのつながりが希薄になってい

る。職業教育を主とする専門学科においては、急速な技術革新を見据え、 先端の実践

的な職業教育を進めるため、企業、経済団体、高等教育機関等との一層の連携が必要で

ある。 

普通科は、一斉的・画一的な学びの印象を持たれやすいが、「普通科」として一括りに

議論するのではなく、生徒や地域の実情に応じた特色化や魅力化に取り組む必要がある。

国の中央教育審議会においても、「普通教育を主とする学科」における弾力的な措置につ

いて議論が進んでおり、地域での学びが教科の学びの時間やエネルギーを削ぐという考

えの転換が必要である。 
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３ 教員を含めた運営体制改善の必要性 

子供たちに 適な学びを提供していくためには、教える側の果たす役割も重要である。 

高等学校においては、教科学習だけでなく、地域を題材とした探究学習等も行われてい

るが、その取組内容は学校の管理職や個々の教員の意欲等に左右されるところがあり、

専門性を持った教員も不足し、特色ある取組は高等学校単体で完結している。新学習指

導要領における「総合的な探究の時間」の実施を見据えると、県全体で情報を共有し、

教員や学校の意識や取組姿勢を変え、教員の専門性を高めていかなければならない。 

教員の力量の向上を図ることが求められる一方で、教員に求められる役割が多岐にわ

たることによる業務多忙化が課題となっており、子供たちの学びを学校の外から支えて

いく仕組みも求められる。民間団体が県内の高校教員に対して行ったヒアリング調査や

アンケート調査においても、地域と学校をつなぐコーディネーターの必要性が浮き彫り

になっている。 

新たに実施される新学習指導要領の下で主体的・対話的な学びを実現していくために

は、教員の負担軽減を図りながら、組織的かつ体系的に取り組んでいく必要がある。 

また、学内にとどまらず、子供たちが刺激を受け、自らを見つめ直し、自らの能力を

更に伸ばすきっかけをつくっていくことが必要である。 

 

４ 地域の実情に応じた魅力ある学校づくり 

県教育委員会では、「静岡県立高等学校第三次長期計画」に基づき、新学科設置に向け

た検討や学科改善等に取り組むとともに、新構想高等学校の設置に向けた取組を進めて

いる。 

高等学校教育を取り巻く環境変化の中、生徒や社会のニーズ、国における改革の議論

を十分に踏まえ、既存の枠にとらわれない検討が求められる。また、個々の高等学校の

教育資源や特性、地理的な制約等の環境は地域によって様々であり、地域の実情を踏ま

えて多角的に検討し、多様な生徒に対して多様かつ質の高い学びを提供し、地域におけ

る教育水準の維持・向上に取り組んでいくことが必要である。 

 

 

Ⅲ 本県の高等学校教育に求める姿 

 

＜次代の担い手の育成＞ 

 

 

○地域社会に開かれた教育 

 

 

○学びのフィールドを生かす教育 

 

 
豊かな自然環境や多様な産業等の地域資源を生かした静岡県ならではの教育 

自ら学び、考え、課題に立ち向かう力を育む地域社会に開かれた教育 

多様な学びを通じて自ら考え挑戦する力を持ち様々な形で静岡県に貢献する人材の育成 
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Ⅳ 静岡型高等学校教育の実現に向けて取り組むべき施策 

 

１ 基本的な施策の方向性と取組 

(1) 地域の実情を踏まえた特色ある教育の実施 

 県内の高等学校では、既に地域の企業等と連携して特色や魅力のある学校づくりに

取り組んでいる学校もあるが、学校間の格差があり、県内全体へは広がっていない。

社会情勢の変化や少子化の進行等の教育を取り巻く環境変化に伴う諸課題への対応が

必要となる中、知性を高め、技芸を磨く教育の実現に向け、多様な生徒に対して多様

かつ質の高い学びを提供していくためには、地域の実情を十分に踏まえつつ、地域や

学校が意識を高め、生徒一人一人の能力や適性に応じ、それらを 大限に伸ばす学び

の提供とそのための環境整備を行っていくことが求められる。 

例えば、ある程度の人口が集積している地域においては、通学可能な範囲に複数の

高等学校があることから、地域の産業構造等の特性も踏まえ、特色ある学科を配置し

ていくことが考えられる。一方、中山間地域等においては、地理的な制約を超えて多

様かつ質の高い学びを提供していくことが必要となるが、自校の教育資源では限りが

あり全てに対応するのは困難であることから、地域との協働やＩＣＴを活用した複数

学校等との協働により特色ある教育を実現していくことが考えられる。 

いずれの地域においても、地域社会に目を向けた幅広い教育を行うためには、その

必要性を示しつつ、地域の実情に応じて、学校外の様々な教育資源を活用し、各教科

の学習だけでない探究的な学習等の充実を図り、特色化を図っていく必要がある。ま

た、教育活動に影響を与える条件の一つとして、例えば地域の方が集まれる場所の確

保など、学校の施設・設備も重要な視点となる。 

なお、県教育委員会では、「静岡県立高等学校第三次長期計画」に基づき、新学科の

設置や学科改善、新構想高等学校の設置等に取り組んでいるが、地域ならではの新し

い価値を創造し地域を支える人材、グローバルに活躍する人材、科学や技術の分野で

飛躍する人材、スポーツや文化芸術の分野で活躍する人材等を輩出するため、子供た

ちや社会が求める多様なニーズ、地域の将来像や地域が求める教育等を十分に踏まえ

る必要がある。魅力ある学校づくりに当たっては、地域と十分な意思疎通を図るため

の機会を設け、子供たちや地域にとって 適な学びを実現していく必要がある。 

国における高等学校改革の議論も踏まえ、高校生の多くが在籍する普通科の改革の

ほか、特徴ある学科の設置や 先端の実践的な職業教育に先駆的に取り組むなど、本

県ならではの高等学校教育を実現していくことが必要である。 

(2) 地域との連携強化に向けた学校の運営体制の改善 

将来の社会を牽引する人材を育成していくため、高等学校における学習について、

普通科も含め、各教科の学習や課外活動だけでなく、授業内でより地域と連携した活

動を行う体制を構築していくことが求められる。子供たちは、地域の人材や企業等に

よる授業の実施などを通じ、地域の人材、歴史、自然、文化、産業等を学ぶことで、

様々な人と出会い、社会や地域の実像や魅力、素晴らしさを肌で感じ、地域や社会が

直面している問題を自ら考える機会が創出され、社会や自分に対する意識を高めるこ
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とができるようになると考える。地域が教育の一端を担うことで、教材の開発や教員

の負担軽減につながるほか、企業等においても、高校生の斬新な視点に刺激を受けること

等により社員等の人材育成にもつながっていくと考えられる。 

地域との連携強化のためには、現在行われているキャリア教育と探究学習を更に充

実させ、企業、大学、ＮＰＯ、自治会等の外部の多様な主体が高等学校教育の現場に

関わり学校と地域が共に学んでいく仕組みを構築していく必要がある。現状では、学

校の管理職や個々の教員の考え方等によって左右されることから、全ての学校におい

て継続的な取組としていくためには、各学校と地域が一体となって組織的に取り組ん

でいける体制に変えていかなければならない。 

なお、こうした取組を実効性のあるものにしていくためには、高等学校教育の現場

に関わる多様な主体や生徒が社会的に認知される仕組みも不可欠となる。 

地域社会に目を向けた幅広い教育を行っていくためには、次のようなことに取り組

んでいく必要がある。 

・コミュニティ・スクールの仕組みも活用し、地域がより積極的に学校の運営方法

や体制の改善、授業づくりに関与する体制を構築 

・教員だけでなく、学校と地域の連携・協働の推進力となる外部の多様な「人財」

を加えたチームを構成 

・地域と連携した活動を課外活動でなく「総合的な探究の時間」等で実施し単位認定 

・地域と連携した活動を行った生徒が大学等の入学試験や企業等の採用試験で評価

される仕組みを大学や企業等で導入 

 

２ 基本的な施策を進める上で必要な取組 

(1) 地域資源や情報のプラットフォーム構築 

県内の特色ある取組は高等学校単体で完結しており、学校間格差や地域間格差があ

るため、教員等の活動を支援し、高等学校における探究的な学びの充実を全県的な取

組に広げていくためには、本県の様々な物的・人的資源や地域と連携した学びの実践

例等に関する情報を共有し、教育現場で活用していく仕組みが求められる。 

また、多くの県内企業等は、高等学校に地域や企業等が関わる機会が必要だと考え

ているが、地域や企業等が関わる教育に対する関心がない生徒も多く、外部の多様な

主体が高等学校教育の現場に関われる仕組みを構築していくためには、高等学校と地

域との連携の成功事例を見える化し、生徒の関心を高めていくことも必要である。 

 具体的な取組としては、次のようなことが考えられる。 

・地域の多様な主体の連携組織を設け、高等学校内部の取組だけでなく、高等学校

と地域全体が一体となった取組を実施 

・生徒が刺激を受け合う成果発表等の場や企業のメリット等を発表する場を設置 

・外部の多様な「人財」を確保するため、地域の人が関わりやすい環境や時間を提

供しつつ、教育現場と外部の「人財」が交流し学び合える場を設置 

・先駆的な取組や地域資源に関する情報を一元的に発信するとともに、情報を透明

化し共有するため、オンライン上にプラットフォームを構築し、広く周知、活用 



 

 11

(2) コーディネート専門人材の育成・配置 

 高等学校における地域と連携した学びの実践においては、個々の教員のネットワー

クや取組に頼っている部分があり、大きな広がりや継続的な取組につながっていない

と考えられる。教員の負担増による業務多忙化を軽減するためにも、高等学校の外か

ら子供たちの学びを支えていくことも必要であり、高等学校と外部をつなぐコーディ

ネート機能が必要となる。 

地域と連携した学びを実践していく上では、それを中心となって推進していく人材

が不可欠であり、学校と地域のことを熟知し交渉力もある人材が求められる。 

具体的な取組としては、次のようなことが考えられる。 

・高等学校と地域を正しく理解した上で、それらをつなぎ連携・協働を推進すると

ともに、地域と連携した学びを個々の生徒の実情に応じたキャリア形成につなげ

る外部の多様な専門人材（コーディネーター）を活用 

・外部の専門人材間で情報を共有する場を設置 

・外部の専門人材の資格化も含めた社会的地位を明確にする仕組みを構築 

・大学等で専門人材を育成する講座を開設 

・教員や企業の社員が定年後に学校を支援するキャリアモデルを構築 

(3) 学校と地域の連携・協働を進める教員の育成 

子供たちに 適な学びを提供していくためには、教える側がやりがいを持って生き

生きと教育現場に関われるようにしていくことも求められ、学校の管理職や教員の意

識を変え、地域とのつながりを深めて地域を学び、子供たちに対する地域による学び

の提供に積極的に取り組むよう促していく必要がある。 

一方、教員は、求められる役割が多岐にわたることで業務多忙となっていることか

ら、業務改善による教員の余裕時間の捻出や地域全体で解決する取組を進めていかな

ければならない。 

具体的な取組としては、次のようなことが考えられる。 

・地域と連携した学びに対する教員等の問題意識を高め、動機付けにつなげていく

ため、教員等の研修会や他学校の教員等と情報共有を図る勉強会を実施 

・学校内部で担当教員が孤立しない学校全体で取り組む体制を構築 

・教員の業務改善等のため、教材のデータベース化やＩＣＴを活用した業務改善手

法の情報共有等を行う仕組みを構築 

・外部の多様な「人財」を確保するため、地域の人が関わりやすい環境や時間を提

供しつつ、教育現場と外部の「人財」が交流し学び合える場を設置（再掲） 

・大学等において地域と連携した学びの担い手となれる教員を養成 

 

 

Ⅴ 効果的に施策を進めるための方策 

 

１ 段階的な取組の実施 

静岡型高等学校教育の実現に向け、県及び県教育委員会は、短期、中期、長期の取組
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に分け、実施可能なものから取り組んでいくべきである。具体的には、短期が令和３年

度、中期が静岡県教育振興基本計画の次期計画期間である令和４年度から７年度まで、

長期が令和８年度以降とイメージされる。 

短期的取組については、令和３年度中に着手し、その効果等を踏まえて取組内容の改

善を図っていくべきである。 

中長期的取組については、制度改正等を必要とする課題もあることから、実施課題と

検討課題に分け、その実施に向けた調整や検討の場を明確にした上で、バックキャステ

ィングの視点で具体的な目標を定めて取り組んでいくべきである。 

実施課題については、短期的取組の実施状況等を踏まえ、令和３年度に具体的な取組

の方針や実施に向けた工程表を作成した上で早期に実施に移すべきである。検討課題に

ついては、検討すべき課題や検討の方向性を令和３年度に整理し、実施に向けた検討を

進めていくべきである。 

なお、施策を進めるに当たっては、全県一斉に取組を始めるのは困難であることから、

令和３年度にモデル校を指定し、その取組の成果や検証を踏まえて取組内容の改善を図

り、静岡県モデルを構築していくべきである。その上で、地域の実情に応じて可能なと

ころから実施に移し、全県的な取組へ拡大していくことが望ましい。 

モデル校での取組を形骸化させないことが重要であり、そのためには国の「地域との

協働による高等学校教育改革推進事業」指定校等と連動させることも考えられる。また、

取組過程をオープンにし、モデル校以外の教員や企業等も気軽に関われる仕組みとする

ことで意識改革につなげていくことや、発表の場を設けて広く成果を示していくことが

不可欠である。 終的に、全県的な取組へ拡大していくためには、人材、予算が確保さ

れ、進学や就職等の「出口」へのつながりが明確になることが必要となる。 

具体的な進め方のイメージは、表３のとおりである。 

 

２ 施策への反映・検証 

才徳兼備の人づくり小委員会（以下「小委員会」という。）において、モデル校での取

組について、生徒や教員の満足度を調査し確認・評価を行っていくほか、高等学校に対

する教員のニーズを把握しつつ、取組の改善事項や静岡県モデルの姿、中長期の実施課

題の具体的取組、検討課題の検討の方向性等を地域自立のための「人づくり・学校づく

り」実践委員会（以下「実践委員会」という。）へ提案する。 

この提案は、実践委員会の意見を踏まえて静岡県総合教育会議で協議され、その結果

に応じて、県及び県教育委員会は、次期静岡県教育振興基本計画や魅力ある学校づくり

に反映し、次期静岡県教育振興基本計画等に反映された取組については、同計画の毎年

度の進捗管理の中で、実施状況を確認・評価していくべきである。 

なお、施策の実現に当たり、必要に応じて関係課によるワーキンググループ等により

取組の具体化に向けた調整を実施し、より効果的に進めるべきである。 

また、県又は県教育委員会における取組だけでなく、大学や企業、市町、関係団体等

の取組も不可欠であることから、相互に連携を図りながら、社会総がかりで取り組んで

いくべきである。 
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表
３
 
「
新
し
い
時
代
に
対
応
し
た
「
高
等
学
校
教
育
の
在
り
方
」」

の
今
後
の
進
め
方
（
イ
メ
ー
ジ
）
 

中
長
期
的
取
組
（
20
22

以
降
）
 

項
 
 
目
 

短
期
的
取
組
（
20
21
～
）
 

実
施
課
題
 

検
討
課
題
 

(1
)地

域
の
実
情
を
踏
ま

え
た
特
色
あ
る
教
育

の
実
施
 

 

 
 

１ 基 本 的 な 施 策 の 方 向 性 と 取 組

(2
)地

域
と
の
連
携
強
化

に
向
け
た
学
校
の
運

営
体
制
の
改
善
 

  
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
仕
組
み
も
活
用
し
、
地
域
が

よ
り
積
極
的
に
学
校
の
運
営
方
法
や
体
制
改
善
、
授
業
づ
く

り
に
関
与
す
る
体
制
を
構
築
 

・
外
部
の
多
様
な
「
人
財
」
を
加
え
た
チ
ー
ム
を
構
成
 

 

・
地
域
連
携
活
動
を
単
位
認
定
 

・
地
域
連
携
活
動
を
行
っ
た
生
徒

が
入

試
や

採
用

試
験

で
評

価

さ
れ
る
仕
組
み
を
大
学
･企

業

等
で
導
入
 

(1
)地

域
資
源
や
情
報
の

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

構
築
 

 ・
地
域
の
多
様
な
主
体
の
連
携
組
織
を
設
置
し
一
体
的
取
組
を

実
施
 

・
生
徒
が
刺
激
を
受
け
合
う
成
果
発
表
等
の
場
を
設
置
 

・
先
駆
的
取
組
や
地
域
資
源
に
関
す
る
情
報
を
一
元
的
に
発
信
 

・
企
業
の
メ
リ
ッ
ト
等
を

発
表
す
る
場
を
設
置
 

・
教
育
現
場
と
外
部
「
人

財
」
が
交
流
し
学
び
合

え
る
場
を
設
置
 

・
先
駆
的
取
組
や
地
域
資
源
に
関

す
る

情
報

を
共

有
す

る
オ

ン

ラ
イ

ン
上

の
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ

ー
ム
を
構
築
 

(2
)
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
専

門
人
材
の
育
成
・
配
置
 

・
高
校
と
地
域
を
熟
知
す
る
外
部
の
専
門
人
材
（
コ
ー
デ
ィ
ネ

ー
タ
ー
）
を
活
用
 

・
専
門
人
材
間
で
情
報
を

共
有
す
る
場
を
設
置
 

・
外
部
専
門
人
材
の
社
会
的
地
位

を
明
確
に
す
る
仕
組
み
を
構
築
 

・
大
学
等
で
専
門
人
材
を
育
成
す

る
講
座
を
開
設
 

・
教
員
や
企
業
の
社
員
が
定
年
後

に
学

校
を

支
援

す
る

キ
ャ

リ

ア
モ
デ
ル
を
構
築
 

２ 基 本 的 な 施 策 を 進 め る 上 で 必 要 な 取 組 

(3
)
学

校
と

地
域

の
連

携
・
協
働
を
進
め
る

教
員
の
育
成
 

・
教
員
等
の
研
修
会
や
他
校
の
教
員
等
と
の
情
報
共
有
を
図
る

勉
強
会
を
実
施
 

・
担
当
教
員
が
孤
立
し
な
い
学
校
全
体
で
取
り
組
む
体
制
を
構
築
 

・
教
材
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
や

IC
T
を
活
用
し
た
業
務
改
善
手
法

の
情
報
共
有
等
を
行
う
仕
組
み
を
構
築
 

・
教
育
現
場
と
外
部
「
人

財
」
が
交
流
し
学
び
合

え
る
場
を
設
置
 

(再
掲
) 

・
大
学
等
に
お
い
て
地
域
と
連
携

し
た

学
び

の
担

い
手

と
な

れ

る
教
員
を
養
成
 

※
モ
デ
ル
校
に
よ
る
取
組
を
検
証
し
改
善
を
図
り
、
全
県
的
な
取
組
へ
拡
大
す
る
と
と
も
に
、
中
長
期
的
取
組
の
具
体
化
を
推
進
 

モ
デ
ル
校
に
よ
る
取
組
 

モ デ ル 校 に よ る 取 組 を 検 証 し 改 善 を 図 り 、 全 県 的 な 取 組 へ 拡 大 

・
学
校
外
の
様
々
な
教
育
資
源
を
活
用
し
探
究
的
な
学
習
等
を
充
実
 

・
普
通
科
改
革
、
特
徴
あ
る
学
科
設
置
、

先
端
の
実
践
的
職
業
教
育
を
実
施
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才徳兼備の人づくり小委員会 委員名簿 

 

区分 氏 名 役   職 

委員長 池 上 重 弘
静岡文化芸術大学英語・中国語教育センター長 

地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会副委員長

委 員 井 上 美千子 特定非営利活動法人しずおか共育ネット代表理事 

委 員 武 井 敦 史 静岡大学大学院教育学研究科教授 

委 員 寺 田   望 株式会社ビズホープ代表取締役 

委 員 堀 井 啓 幸 常葉大学教育学部教授 

※敬称略・委員は五十音順 
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令和２年度 才徳兼備の人づくり小委員会 審議経過 

 

区 分 時 期 内   容 

第１回小委員会 ５月 26 日 ・現状の把握・課題の整理 

第２回小委員会 ７月 13 日 
・検討の方向性に関する意見交換 

・ニーズ調査の項目検討 

ニーズ調査 ７月～８月 ・高校生及び事業所に対するアンケート調査 

第３回小委員会 ９月 28 日 ・論点の深掘り 

学校視察 10 月 29 日 ・浜松湖北高等学校・浜松学芸高等学校視察 

第４回小委員会 11 月 10 日 ・中間報告に関する意見交換 

中間報告 11 月 25 日 ・実践委員会に対する中間報告 

第５回小委員会 12 月 24 日 ・ 終報告に関する意見交換 

第６回小委員会 １月 25 日 ・ 終報告に関する意見交換 

終報告 ３月 15 日 ・実践委員会に対する 終報告 
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静岡県の年齢階級別将来推計人口 

 

人口（千人） 構成比 

年次 

合計 0～14 歳 15～64歳 65歳以上 0～14 歳 15～64歳 65歳以上

2015 年 3,700 479 2,192 1,029 12.9% 59.3% 27.8%

2020 年 3,616 445 2,070 1,100 12.3% 57.3% 30.4%

2025 年 3,506 408 1,979 1,119 11.6% 56.5% 31.9%

2030 年 3,380 379 1,877 1,125 11.2% 55.5% 33.3%

2035 年 3,242 354 1,754 1,134 10.9% 54.1% 35.0%

2040 年 3,094 336 1,597 1,161 10.9% 51.6% 37.5%

2045 年 2,943 318 1,481 1,143 10.8% 50.3% 38.9%

2050 年 2,792 300 1,388 1,105 10.7% 49.7% 39.6%

2055 年 2,638 282 1,311 1,045 10.7% 49.7% 39.6%

2060 年 2,479 264 1,243 972 10.6% 50.1% 39.2%

（注）四捨五入の関係で、人口の合計と年齢階層別内訳が一致しない場合がある。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2018 年３月）」、静岡県独自

推計より作成 

 

 

資料２ 
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高等学校等進学率の推移 

※通信制課程を除く。 

 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

S33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 63 H3 6 9 12 15 18 21 24 27 30

高
等
学
校
進
学
率
（
％
）

年度（昭和/平成/令和）

静岡県

全国

 
年 S33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 

本県 50.5 50.7 53.6 58.6 62.4 64.6 67.5 69.7 71.8 74.3 77.0 79.7

全国 53.7 55.4 57.7 62.3 64.0 66.8 69.3 70.7 72.3 74.5 76.8 79.4

年 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 

本県 82.7 84.3 86.8 88.7 90.0 91.3 91.9 92.4 92.9 93.4 93.1 93.6

全国 82.1 85.0 87.2 89.4 90.8 91.9 92.6 93.1 93.5 94.0 94.2 94.3

年 57 58 59 60 61 62 63 H１ ２ ３ ４ ５ 

本県 93.6 92.6 92.3 92.8 92.6 92.4 92.6 92.8 92.6 93.3 93.8 93.8

全国 94.3 94.0 93.9 93.8 93.8 93.9 94.1 94.1 94.4 94.6 95.0 95.3

年 ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 

本県 93.9 94.3 94.7 94.7 94.8 95.0 94.6 94.4 94.5 94.9 95.4 95.2

全国 95.7 95.8 95.9 95.9 95.9 95.8 95.9 95.8 95.8 96.1 96.3 96.5

年 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

本県 95.5 95.5 95.6 95.3 95.5 95.6 95.8 95.8 95.7 95.6 95.7 95.7

全国 96.5 96.4 96.4 96.3 96.3 96.4 96.5 96.5 96.5 96.6 96.6 96.4

年 30 R1           

本県 95.1 94.5   

全国 96.3 95.8   

資料３ 
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県内中学校等卒業者の進路状況（令和２年３月卒業） 

 
 
 
 
 
                高等学校等進学率（通信制含む） 
                   ９８．５％ 
                 ３２，８８９人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以下、１年在籍者数で表示                        １０,９９５人（１年在籍） 

（過年度生、転入、転出、県外出入を含む） 

 
 
 
 
           １９,５２２人（１年在籍） 
 
 
 
 
 
 
 
※ 令和２年５月１日現在の「学校基本調査」（暫定値） 

県 内 中 学 校 等 卒 業 者 
３３，３９８人 

県内全日制高校 
29,736人 

（89.0） 

県内定時制高校

747人 

（2.2） 

県内高専

176人

（0.5）

県内 
特別支援 
387人 

（1.2） 

県 外 
410 人

（1.2） 

通信制 
1,433人

（4.3）

専修学校等 

89人 

（0.3） 

就職等 
420人 

（1.3） 

公  立  高  校 
19,368人 

        （65.1） 

私 立 高 校 
10,368人 

（34.9） 

普  通  科 

8,432人 

    （76.7） 

専 門 学 科 
2,418人 

（22.0） 

総合学科 
 145人 

（1.3） 

普  通  科 

      12,141人 

（62.2） 

専 門 学 科 
5,691人 

（29.2） 

総合学科 

1,690人 

（8.7） 

県内        360 人 
県外(広域通信制) 1,073 人
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県内高等学校卒業者の進路状況（令和２年３月卒業） 

 
 
 
 
 
               
 
 
 
 
 

※ 令和２年５月１日現在の「学校基本調査」（暫定値） 

県 内 高 等 学 校 卒 業 者（全日制課程・定時制課程） 
３１，８５４人 

大学・短大等 
 

16,998人 
（53.4） 

専修学校 
 

6,321 人

（19.8）

職業能力開発 
施設等 

109 人

（0.3）

就職等 
 

7,360人 

（23.1） 

その他 
 

1,066 人
（3.3）
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「ふじのくに魅力ある学校づくり推進計画（県立高等学校第三次長期計画）」の概要 
 

Ⅰ 高等学校教育に関する現状（展望）及び課題 

・価値観や学習スタイルが多様化する中、生徒一人一人が個性的な生き方を追求し、自己実現を図ることが

可能となる多様で柔軟な教育システムの構築が一層求められるようになる。 

・社会のグローバル化や情報化の進展等に対応できる能力を備えた人材の育成が求められる。 

・中学校卒業者数は、平成29年３月の35,112人から令和10年（2028年）３月には約31,000人に減少(約4,000

人減少)することが推測される。 

・本県の教育大綱や教育振興基本計画の目標及び方向性に沿った具体的な在り方の検討が必要であり､生徒

のニーズの変化及び時代の進展に伴う社会のニーズの変化、地域の実情等に適切に対応した高等学校教育

の実現を図ることが課題である。 

Ⅱ 長期計画及び第二次長期計画の進捗状況 

・高等学校教育の発展・充実に向けて、平成12年２月に平成22年度（2010年度）を見通した「静岡県立高等

学校長期計画」、平成17年３月に平成27年度（2015年度）を見通した「静岡県立高等学校第二次長期計画」

を策定し、高等学校教育改革の推進や教育環境の整備に努めてきた。 

Ⅲ 静岡県の教育の基本理念 

・個人として自立し、人との関わり合いを大切にしながら、よりよい社会づくりに参画し、行動する人を徳のあ

る人、すなわち「有徳の人」と捉え、“ふじのくに”の未来を担う「有徳の人」の育成を進める。（基本目標） 

・それぞれのライフステージや地域の実情に応じた、多様な学びの場の充実を図る「縦の接続」と家庭、学

校、地域や職場の「横の連携」による教育を社会総がかりで推進する。（基本姿勢） 

Ⅳ 県立高等学校等の今後の在り方 

・魅力ある学校づくりの推進にあたっては、「多様化する生徒の実態や地域社会の実情等を十分に踏まえた

ものとする」。 

・知性を高め、技芸を磨く教育の実現に向けて、「生徒一人一人の能力や適性を 大限に伸ばす教育内容の

提供（新たな高等学校の設置、「技芸を磨く実学」の奨励、学科及び教育課程等の改善・充実）と質の高

い教育を支えるための環境整備に努めるものとする」こと等を総括的な基本方向とする。 

個別の重点項目ごとの基本方向については、以下のとおりである。 

生徒受入れの在

り方 

・当面は、引き続き、高等学校進学者の概ね３分の２を公立高等学校が受け入れること

としつつ、今後の在り方については、幅広く意見を聞きながら研究協議を行う。 

魅力あふれる高

等学校の実現 

中高一貫教育 

・併設型は、希望しても実質的に選択できない地域があり、新たな設置について検討する。

・実施校における成果及び課題を検証した上で、６年間の教育をより一体的に施すこと

が効果的だと判断できる場合には、中等教育学校への移行も検討する。 

・連携型は、中山間地域の人材育成等の観点からも有効であり、関係地域の意向等を十

分踏まえ、引き続き、推進する。 

 普通科 ・在籍する生徒の学力や進路希望が多様化しており、個々の学校ごとに、生徒の実態に

応じた特色化や教育課程の編成を検討する。（キャリア教育も含めた進学指導の充実、

特色ある類型の設置、学び直し等の学習支援等） 

 普通系 

専門学科 

・科学技術の振興、グローバル化への対応など、生徒及び社会のニーズに対応した改善・

充実を図る。 

・「技芸を磨く実学」の奨励の基本方向を踏まえ、新たな学科の設置等を検討する。 

 職業系 

 専門学科 

・社会を支える労働人口の確保、産業の高度化への対応、「技芸を磨く実学」の奨励を進

めるため、平成27年８月の静岡県産業教育審議会答申「専門高校等における新しい実

学の奨励の在り方について」等を踏まえた改善・充実を図る。 

 総合学科 ・自己の進路への自覚を深めさせる学習及びガイダンス機能の一層の充実・改善を図る。

・時代の変化や社会のニーズに対応した系列（教育内容）の見直し、「技芸を磨く実学」

の奨励を推進する。 

全日制課程の学科

別生徒受入割合 

・普通科等、専門学科、総合学科の生徒割合は、引き続き、65：25：10とする方向で検

討する。 

定時制課程 ・学年制による夜間の定時制課程は、地区内に複数校ある場合には、充足状況等の実情

を踏まえつつ、より弾力的な運用が可能な単位制による昼間、夜間を併置する定時制

高等学校への再編等を検討する。 

通信制課程 ・インターネットやＩＣＴを活用した柔軟な通信教育システムの研究、開発に努める。

・高等学校における特別な支援等が必要な生徒に対して、週休日等に実施されている通信

制課程のスクーリング等を活用した、他校からの通級が可能なシステムの整備を図る。

資料６ 
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地域の実情等を

踏まえた高等学

校教育の在り方 

中山間地域等

の小規模校 

・学校間連携や外部の教育機関との連携による多様な学習機会の確保に努める。 

・ＩＣＴを活用した遠隔教育システムの研究を促進する。 

・県外からの生徒募集は、地元自治体からの支援を得て生徒の受入環境が整っている地

域にて実施し、検証する 

・１学級規模の分校等にあっては、２年連続して入学者が15人を下回った場合には、授

業、特別活動、部活動などの教育活動が制限されるため、高等学校教育の質の保障の

観点等から募集を停止し、他地域で高等学校教育が受けられるよう、地元自治体との

調整を図る。 

全日制課程の

適正配置等 

・全日制課程は、１学年６～８学級を適正規模とし、１学年４学級以下になる高等学校、

産業従業者数等に見合った規模になっていない高等学校は、将来を見据えた新構想高

等学校への改編（再編整備）を検討する。（過疎地域にある高等学校等は弾力的に対応）

誰もが学びやす

い高等学校の実

現 

共生・共育 

・特別支援学校の生徒数の動向、実施校の成果、余裕教室の状況等を踏まえ、特別支援

学校高等部分校の設置を検討する。 

・発達障害等を抱えた特別な支援等を必要とする生徒に対して、特別支援学校と連携し

た支援体制（通級指導等）を検討する。 

社会に開かれ

た教育課程づ

くり 

・地域人材や特色ある教育資源など、地域の力を教育活動により積極的に導入するとと

もに、学校の持つ教育資源を地域に提供し、双方向での連携を図る。 

・産業界及び地域との連携により、体験学習やキャリア教育等の充実に努める。 

教職員の資質

向上 

・頼もしい教職員を育成するために、教育者として求められる使命感・倫理観の涵養、

教育に対する誇り、教育的愛情の維持・向上に努めるとともに、学習指導要領の改訂

に合わせた指導力の向上を図る 

・教員育成指標に基づき、法定研修（初任者研修、中堅教諭等資質向上研修）の見直し・

改善、新たな教育課題に対応した研修プログラムの開発・普及など総合教育センター

をはじめとした研修の充実を図る。 

・学校において日常的に学びあうことができる校内研修（ＯＪＴ）の促進に努める。 

学校施設・設

備の整備・充

実 

・安全かつ良好な教育環境を確保するため、計画的に老朽校舎の長寿命化改修や建て替

え、ユニバーサルデザインの導入、ＩＣＴを活用した学習空間の整備・充実、理科教

育及び産業教育施設・設備の計画的な整備を図る。 

 

【魅力ある学校づくりに向けた新構想高等学校計画】 

地区 基本方向 

伊東 
(田方) 

・伊東高等学校（普通科（全日制課程・定時制課程））、同校城ヶ崎分校（普通科）及び伊東商
業高等学校（商業科）については、３校の特性を生かしつつ、より良い教育条件の整備確立
を図るため、令和５年度（2023 年度）を目途に、発展的に将来を見据えた新構想高等学校に
改編するものとする。 

沼駿 

・沼津西高等学校（普通科・芸術科）及び沼津城北高等学校（普通科）については、将来いず
れも学級数が４学級以下になることが見込まれること等を踏まえ、両校の特性を生かしつつ、
より良い教育条件の整備確立を図るため、令和９年度（2027 年度）を目途に、発展的に将来
を見据えた新構想高等学校に改編するものとする。 

志榛 

・金谷高等学校（普通科）については、志榛地区、小笠地区及び磐周地区の生徒及び社会のニ
ーズを踏まえつつ、より良い教育条件の整備確立を図るため、令和６年度（2024 年度）を目
途に、多部制の定時制課程（単位制）を有する高等学校に発展的に改編するものとする。 

・金谷高等学校の改編による多部制の定時制課程（単位制）の整備に伴い、藤枝東高等学校及
び島田商業高等学校の定時制課程については、令和６年度（2024 年度）を目途に募集を停止
するものとする。 

小笠 
・横須賀高校（普通科）及び池新田高校（普通科）については、両校の特性を生かしつつ、よ
り良い教育条件の整備確立を図るため、令和８年度（2026 年度）を目途に、発展的に将来を
見据えた新構想高等学校に改編するものとする。 

※なお、発展的に改編する新構想高等学校の設置場所、学科及び教育内容等については、生徒及び地域のニ
ーズ等の実情を踏まえながら、今後検討する。 
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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査目的 

 令和２年度才徳兼備の人づくり小委員会の協議テーマ「新しい時代に対応した「高等

学校教育の在り方」」について、県内の高校生及び事業所のニーズ等を把握し、地域で

求められている高等学校教育について、実態を踏まえた議論を行うことを目的に「高等

学校に関するアンケート」を実施した。 

 

２ 調査概要 

【高校生のニーズ】 

調査期間 令和２年７月 27 日～８月 11 日 

調査対象 静岡県内の公立・私立高校に通う高校１年生 

サンプル数 

調査票配布枚数：136 校・8,148 枚 

調査票回収枚数：126 校・6,072 枚 

回収率：126 校/136 校（92.6％） 

調査方法 

①各学校にアンケート調査票を配布 

②各学校で、アンケート調査を実施する 1 年生のクラスを選定 

 ・単一学科の学校は１クラスを選定 

 ・複数学科を設置している学校は、学科ごとに１クラスを選定

 

【事業所のニーズ】 

調査期間 令和２年８月３日～８月 21 日 

調査対象 静岡県内の事業所 

サンプル数 

調査票配布枚数：3,000 枚（東部 974 枚 中部 939 枚 西部 1,087 枚） 

調査票回収枚数：995 枚 

回収率：33.2％ 

調査方法 

①静岡県内の事業所のうち従業員数 50 名以上の事業所について、

地区（東部・中部・西部）及び業種における事業所数で按分し、

地区及び業種ごとの事業所数を決定 

②地区及び業種ごとに無作為で抽出 

③各事業所の人事採用担当部署あてにアンケート調査票を配布 

 

 

高等学校に関するニーズ調査結果 
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Ⅱ 調査結果 

 

１ 高校選択の理由 

・現在通っている学校を選択した理由は、全体では「卒業後の進学に有利だから」が

も多くなっている。 

・全体の過半数を占める普通科（3,311 人）の 31.4％が理由に挙げていることが大きい

が、理数系学科で約５割、英数科で約１/３となっているほか、商業科でも約２割弱

が理由に挙げている。 

・普通科のみでは、「卒業後の進学に有利だから」が 31.4％で も多く、「将来就きた

い仕事と関連しているから」、「卒業後の就職に有利だから」は低くなっている。 

・工業科、商業科、農業科、水産科等では普通科と比較し、「将来就きたい仕事と関連

しているから」、「卒業後の就職に有利だから」が多くなっているが、「卒業後の就職

に有利だから」が工業科で47.1％、商業科で37.2％、農業科で17.4％、水産科で30.0％、

「将来就きたい仕事と関係しているから」が工業科で 38.4％、商業科で 13.1％、農

業科で 31.5％、水産科で 37.5％となっており、半数以上の生徒が必ずしも将来の職

業と結びついていない結果となっている。 

・福祉科では 68.6％、芸術系学科では 60.9％が「将来就きたい仕事と関連しているか

ら」としており、こうした分野では、将来の目標を持って高校を選択している生徒が

多いことがうかがえる。 

・芸術系学科の 50.0％、探究系学科の 41.0％、国際・英語学科の 57.９％が「魅力的

な学科があったから」としており、こうした分野に魅力を感じて高校を選択する生徒

がいることが分かる。 

・「入部したい部活動があったから」がスポーツ探究科では 72.5％と多くなっているが、

普通科や商業科でも２割が理由に挙げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在通っている高校を選択した理由（主なものを２つまで）
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現在通っている高校から入学をすすめられたから

制服が魅力的だから

学校独自の特待生制度があるから

友人が選択していたから

特色ある取組を行っているなど授業内容に興味があったから

周囲の人にすすめられたから

中学の先生からすすめられたから

通学が便利だから

卒業後の就職に有利だから

魅力的な学科があったから

施設・設備が充実しているから

合格できそうだったから

将来就きたい仕事と関連しているから

自宅から近いから

入部したい部活動があったから

体験入学等で良いと思ったから

学校の雰囲気が良かったから

卒業後の進学に有利だから

全学科合計
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現在通っている学科を選択した理由（主なもの２つまで）
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卒業後の大学進学等に有利だから
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将来の進路がはっきりしないから
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合格できそうだったから

中学の先生からすすめられたから
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特色ある取組や授業に興味があったから

友人が選択していたから

高校からすすめられたから

その他

全学科合計
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現時点での高校卒業後の進路の決定状況（進学又は就職）
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２ 学科選択の理由 

・現在通っている高校を選択した理由と同様、普通科や理数系学科では「卒業後の大学

進学等に有利だから」、その他の学科では「将来就きたい仕事と関連しているから」、

「卒業後の就職に有利だから」が多くなっている。 

・普通科では「将来の進路がはっきりしないから」を選択した生徒の割合が高く、「教

育の内容に興味があったから」を選択した生徒の割合が低くなっており、明確な目標

のないまま普通科を選択している生徒も多いことがうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 進路の決定状況 

・現時点での高校卒業後の進路を決定している割合は、普通科より専門学科の方が低く

なっている。 

・具体的な進路については、普通科では 83.1％が進学、工業科、商業科、農業科、水

産科の 46.5％（４学科平均）が就職となっている。 

・普通科の多くが大学進学を視野に入れているのに対し、専門高校では就職だけではな

く進学も可能であることから、高校入学の段階では決めかねていると推測される。
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高校選択時の職業の意識度合
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４ 高校選択時の職業の意識度合 

・職業を意識して高校を決めた生徒は、普通科以外では 70.0％であるのに対し、普通

科では 46.4％にとどまっており、将来の明確な目標がないまま普通科へ進学している

生徒も多いと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 通学時間 

・片道 40 分未満が全体の 54％であるが、１時間以上も 18％を占めている。 

・自宅近隣に高校があっても、希望する高校がある場合は、片道 1 時間以上の遠距離通

学も選択されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現時点で決めている進路
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現在通っている高校での片道の通学時間
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高校の満足度

43.8% 50.6% 46.6%

48.6%
44.3% 46.3%
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していない
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まあしている

している

６ 高校の満足度 

・現在通っている高校について、「満足している」、「まあ満足している」を合わせると

93.4％となり、満足度は高い。 

・普通科と比較すると、専門学科の方がやや満足度が高くなっている。 
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高校で身に付けたい（身に付けさせたい）こと
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3.3%

4.1%

4.8%

5.9%

7.7%

8.0%

8.2%

9.1%

10.3%

14.1%

15.8%

18.4%

28.6%

53.2%

1.6%

2.4%

24.5%

27.9%

50.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

正義感やボランティア精神

問題解決的な学習による科学・技術分野の経済的成長や革新・創造に特化した能力

IoTやビッグデータ、AI等の技術革新の進展による社会の変化に対応できる能力

横断的・総合的な学習により課題を発見し解決していく資質・能力

規則正しい生活などの基本的な生活習慣

芸術などを通じた豊かな表現力

豊かな国際感覚とコミュニケーション能力を身に着けた国際社会に貢献できる能力

未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力

他人を思いやる心など豊かな人間性

学びを人生や社会に活かそうとする学びに向かう人間性

スポーツなどを通じた健康な心身

多くの友達と知り合い良好な人間関係を築く能力

自ら考え行動できる資質や能力

生きて働くための知識・技能

就職に役立つ技術や資格

進学に役立つ学力

高校生

事業所

７ 高校で身に付けたい（身に付けさせたい）こと 

・高校生が高校で身に付けたいことは、全体では「進学に役立つ学力」が 53.2％で

も多く、次いで「就職に役立つ技術や資格」の 28.6％、「生きて働くための知識・技

能」の 18.4％となっているが、普通科では、「進学に役立つ学力」が 66.7％で も多

く、次いで「自ら考え行動できる資質や能力」の 18.2％となっている。 

・事業所が高校生に身に付けてほしいことは、「自ら考え行動できる資質や能力」が

50.2％で も多く、次いで「他人を思いやる心など豊かな人間性」の 27.9％、「多く

の友達と知り合い良好な人間関係を築く能力」の 24.5％となっている。 

・高校生は、進学のための学力や就職のための資格・技術を意識しているが、事業所側

は、自ら考えて行動する能力や人間性・社会性を重視しており、高校生と事業所で高

等学校に求める教育に相違が見られる。 
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キャリア教育の必要性

43.0%

56.5%

49.8%

35.8%

5.9%

6.8%

1.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高校生

事業所

思う まあ思う あまり思わない 思わない

８ 高校に望む魅力や特色 

・高校生の半数近くが「学習指導が丁寧」、「施設・設備が充実している」を魅力的な高

校としている。 

・事業所が高校に求める魅力や特色は、「就職支援が丁寧」が 39.8％で も多く、次い

で「学習支援が丁寧」の 35.2％、「部活動が盛ん」の 32.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ キャリア教育の必要性 

・キャリア教育については、高校生の 92.8％、事業所の 92.3％が必要だと回答してお

り、関心の高さがうかがえるが、事業所より生徒の「まあ思う」の割合が高くなって

おり、漠然と捉えている高校生も多いと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校に望むこと魅力や特色（主なもの２つまで）

7.0%

6.3%

22.4%

15.1%

13.8%

11.3%

2.5%

5.2%

7.9%

13.9%

18.6%

27.3%

34.5%

40.3%

46.8%

32.6%

35.2%

39.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

留学制度・外国語教育に力を入れている

就職支援が丁寧

就職実績が良い

部活が盛ん

学校行事に特色がある

進学実績が良い

施設・設備が充実している

学習指導が丁寧

高校生

事業所

事業所 

92.3％ 

高校生 

92.8％ 
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採用したい学科（事業所）

10.1%
23.0%

11.0% 12.9% 21.9%
9.2%

20.3% 11.6% 8.7% 8.3%

18.9%

49.3%

39.0% 41.6%
33.4%

40.1%

46.7%

33.8%
26.1% 29.8% 24.6%

23.7%

3.7% 3.5%0%

20%

40%

60%

80%

100%
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協
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携
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究

芸
術

観
光

演
劇

思う まあ思う あまり思わない 思わない

10 新たな学科の必要性 

・高校生は、高校における教育に関し「理数系を専門に学ぶ教育」、「医学部医学科進学

を目指した教育」、「福祉を専門に学ぶ教育」、「英語の授業に重点を置いた教育」、「海

外留学を目指して外国語で授業を行う教育」、「国際協力を行う教育」、「スポーツを専

門に学ぶ教育」について、いずれも全体の８割以上の高校生が必要だと回答している。

・事業所においても、「理数系を専門に学ぶ教育」「スポーツを専門に学ぶ教育」、「福祉

を専門に学ぶ教育」、「英語の授業に重点を置いた教育」、「海外留学を目指して外国語

で授業を行う教育」について、いずれも５割以上が採用したいと回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学科の必要性（高校生）

58.3% 54.1% 48.7% 48.2% 48.1% 42.2% 39.4% 39.3% 38.5% 32.9%
22.8% 21.9%

30.4% 36.4%
35.9% 37.7% 39.5%

40.3% 42.3% 39.0% 36.1% 42.8%

40.2% 36.2%
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新学科に対するニーズ

88.7% 90.5%
84.6% 85.9% 87.6%

82.5% 81.7%
78.3%

74.6% 75.7%

63.0%
58.1%

29.0%

72.3%

50.0%
54.5% 55.3%

49.3%

67.0%

45.4%

34.8% 33.5% 32.9%
27.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

医
学
科
進
学

理
数

外
国
語
授
業

英
語
重
視

福
祉

国
際
協
力

ス
ポ
ー
ツ

大
学
連
携

研
究

芸
術

観
光

演
劇

高校生

事業所

 



 33

高校と地域や企業等が関わる機会への興味と必要性

13.7%

48.5%

46.2%

44.5%

34.0%

6.5%

6.1%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高校生
(興味)

事業所
(必要性)

よくある・思う まあある・まあ思う あまりない・あまり思わない ない・思わない

11 高校で充実させるとよいと思う学科 

・事業所が高校で充実させるとよいと思う学科については、「普通科」が 62.9％で も

多く、次いで「商業科」の 52.6％、「工業科」の 47.0％、「理数科」の 38.3％、「国

際科」の 37.9％、「福祉科」の 31.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 高校での地域連携への興味と必要性 

・地域の人や企業が関わる教育に興味がある高校生は 59.9％にとどまっているが、事

業所においては、93.0％が高校と地域や企業等が関わる機会が必要だと回答しており

ギャップが見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所 
93.0％ 

高校生 
59.9％ 

高校で充実させるとよいと思う学科（４つまで）（事業所）

62.9%

52.6%

47.0%

38.3% 37.9%

31.5%

22.0%
19.0%
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13 高校と地域の人や企業が関わる機会 

・地域や企業と関わる機会がある高校生は 48.3％、授業への参画やインターンシップ

など高校と関わる機会がある事業所も 44.7％にとどまっており、必要だと考えてい

る事業所が多い一方で取組が広がっていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高校と地域の人や企業が関わる機会

9.6%

10.9%

38.7%

33.8%

39.7%

19.4%

11.9%

35.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高校生

事業所

よくある 時々ある あまりない ない
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14 高校での地域連携の具体的内容への興味と必要性 

・地域の人や企業が関わる教育に興味がある高校生が 59.9％にとどまっている一方で、

「インターンシップや職場体験を行うこと」、「地域の防災活動を行うこと」、「企業と

一緒に商品の開発や販売を行うこと」、「企業から企業の魅力や産業を学ぶこと」、「学

校行事で地域の人と一緒に活動を行うこと」については、いずれも全体の７割以上の

高校生が興味を持っている。 

・事業所においても、「企業から企業の魅力や産業を学ぶこと」、「インターンシップや

職場体験を行うこと」、「地域の防災活動を行うこと」、「地域の人や企業と一緒に地域

の課題を解決するような活動を行うこと」について、いずれも８割以上が必要だと回

答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の人や企業と一緒に地域の課題を解決するような活動を行うこと

18.9%

36.7%

45.8%

47.6%

29.5%

13.8%

5.7%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

地域の人から地域の自然・文化・歴史などの魅力を学ぶこと

21.1%

29.1%

44.1%

50.8%

28.1%

18.1%

6.6%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

部活動で地域の人から指導を受けること

25.6%

17.4%

40.7%

44.7%

26.2%

33.1%

7.5%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

企業から企業の魅力や産業を学ぶこと

24.6%

46.7%

47.7%

46.4%

23.0%

6.0%

4.6%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない
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企業と一緒に商品の開発や販売を行うこと

32.5%

22.8%

43.0%

48.7%

19.5%

24.4%

5.0%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

インターンシップや職場体験を行うこと

38.3%

54.0%

43.1%

38.7%

15.0%

6.6%

3.6%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

委員会活動で地域の人と一緒に活動を行うこと

16.5%

18.5%

43.3%

52.1%

32.3%

26.2%

7.8%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

学校行事で地域の人と一緒に活動を行うこと

25.6%

22.8%

45.1%

53.9%

22.8%

20.3%

6.5%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない

地域の防災活動を行うこと

33.2%

38.8%

43.2%

50.6%

18.6%

8.8%

4.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校生(興味)

事業所(必要性)

ある まあまる あまりない ない
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高校に対して貢献できること（事業所）

5.4%

18.4%

13.4%

23.7%

59.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

ない

施設や設備を授業等で使用させることができる

学校に対して専門的知識を有する者を派遣できる

インターンシップ等で生徒を受け入れることができる

15 高校に対して貢献できること 

・事業所が地域に対して貢献できることは、「インターンシップ等で生徒を受入れるこ

とができる」が 59.1％で圧倒的に多く、次いで「学校に対して専門的知識を有する

者を派遣できる」となっているが、一方で「ない」との回答も 18.4％となっている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 地元への貢献意欲 

・将来地域の役に立ちたいと思っている高校生は、全体の 82.1％となっており、地元

への貢献意欲は見られるものの、進学や就職で離れても、いずれは高校や自宅のある

市町に戻ってきて暮らしたいと思っている高校生が全体で 61.4％、いずれは静岡県

で暮らしたいと思っている高校生は全体で 65.9％にとどまっており、３割以上の生

徒が県外での生活をイメージしている。 
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36.2%
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34.0%
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11.4%

12.9%

14.7%

10.4%
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進学や就職で離れても、いずれは静岡県に戻って
きて暮らしたい

進学や就職で離れても、いずれは高校や自宅のあ
る市町に戻ってきて暮らしたい

静岡県で暮らしたい

高校や自宅のある市町に暮らしたい

将来地域の役に立ちたいと思うか 思う まあ思う

あまり思わない 
思わない

進学や就職で離れても、いずれは高校や自宅のある

市町に戻ってきて暮らしたい 

進学や就職で離れても、いずれは静岡県に戻ってきて

暮らしたい 

将来地域の役に立ちたいと思うか

高校や自宅のある市町に暮らしたい

静岡県で暮らしたい

地元への貢献意欲
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高等学校における地域と連携した取組 

 

才徳兼備の人づくり小委員会において、令和２年 10 月 29 日に、静岡県立浜松湖北高等

学校及び学校法人信愛学園浜松学芸高等学校を訪問し調査を実施した。 

 

１ 静岡県立浜松湖北高等学校 

(1) 取組概要 

・活動を支えるための組織として模擬会社「湖北 MAGIC 株式会社」を設立して、社長・

副社長・取締役には生徒が就任している。月一回の取締役会議では普通科の生徒が

活躍し、企画・運営・広報を行う。また、通常の普通科では体験できない販売実習

や地域貢献も体験できるのが特徴である。 

・湖北 MAGIC は４科連携による地域貢献を柱として年間 54 回（令和元年度実績）の活

動を行っている。活動名の「MAGIC」は Multiplied-education（連携）by Agricultural 

（農業科）、General（普通科）、Industrial（工業科）

and Commercial（商業科）の頭文字である。 

・商業科が「地元企業応援プロジェクト」として、エ

ネジン株式会社と連携し、地元企業の取材や紹介を

生徒が行う。授業では、エネジン社員が教壇に立ち、

生徒たちによる取材前の質問等の準備、取材後のブ

ログやニュースの作成を行っている。 

(2) 企業の声 

・生徒のやる気が高いので、連携の話は前向きに進んだ。事業２年目は全校生徒が参加

し、来場者は 1,815 名(例年平均 3.6 倍)となった。今では、地域の人々が参加する一

大イベントとなり、地域の発展に貢献している。（はままつフルーツパーク時之栖） 

・金指駅のクリーン＆イルミネーション活動は、当初高校からの提案により駅の清掃

から始まった。５年目を迎えた現在は、グッズ販売を行うなど企業としても客を取

り込んでいる。(天竜浜名湖鉄道) 

・高校との連携を通じて地域とのつながりを感じてい

る。高校生による企業取材は、高校生に地元の企業

を知ってもらうきっかけとなり、企業にとってもよ

い面が多い。生徒が作成したブログ等をいろいろな

企業に見てもらい、こうした取組を全国へ広げたい。

（エネジン） 

(3) 生徒の声 

・農・工・商の学科間連携により、いろいろなことに取り組めることが魅力であり、

新の施設設備で学べたことが就職活動にも大いに役立った。 

・自分のやりたいことが仲間と一緒にできて、先生方も協力してくれる。卒業後も地

元に残って地域に貢献したい。 

(4) 教員の声 

・湖北 MAGIC の活動が地域に認知されるようになったことで、連携や協力の依頼が増

えており、連携先の精選と理由付け、生徒及び教職員の負担軽減が課題である。 

資料 10 
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２ 学校法人信愛学園浜松学芸高等学校 

(1) 取組概要 

・平成 29 年度からカリキュラムの中に探究活動を取

り入れている。探究活動の進展と並行して普通科の

特色化にも注力し、令和２年度より、「地域創造コ

ース」を設置した。地域の人とグループ学習を行う

「プロジェクト学習」と生徒たちだけで実践してい

く「クエストエデュケーション」により課題解決学

習を行っている。 

・地域の特色や魅力をブランド化するために、①知っ

ている場所から行って見たくなる場所への変化、②

「いつか戻ってきたい」と思えるまちの魅力を発信、

③中高生には共感を、大人には懐かしさを感じる青

春を演出、④地元の企業や団体と協働する、を活動

のポリシーとして掲げている。「はままつ胸キュン

プロジェクト」と名付けて活動し、浜松市から「青

春はままつ応援隊」に任命され、市の公認活動とし

て実施している。 

・天竜浜名湖鉄道のオフィシャルポスターの制作や浴衣の卸メーカーのカタログの制

作等、地域の企業と連携する取組を展開する。また、遠州染物によるシャツブラン

ドを立ち上げた活動が、ビジネス手法を取り入れて地域課題を解決する取組を表彰

するコンテストで文部科学大臣賞(最優秀賞)を受賞した。その他、「観光甲子園

2019」で全国１位を獲得するなど、多くの全国コンテストで賞を獲得している。 

(2) 生徒の声 

・当初はメディアに出る部活動とは思っていなくてびっくりしたが、生徒が主体とな

ってアイデアを出し合い、意見をもらいながらやりたいことを追求できているので、

現在は楽しさが深まってきている。 

・森林公園の魅力を発信するプロジェクトでは、活動

を通じて地域を元気にする取組だったが、地域の

人々から声を掛けてもらい逆に元気をもらった。 

・訪日外国人に浜松の観光プランを提供するテーマで

探究活動を行っているが、英語や地理といった勉強

内容が探究活動に活かされているので、教科と探究

活動の深い関わりを感じる。 

(3) 教員の声 

・生徒たちは、初めは自分たちの知っている狭い地域しか知らないが、探究活動に関

わっていく場が多くなるほど、地元への想いが強くなる。生徒たちのアンテナを増

やすためにプロジェクトをいくつも同時に行っている。 

・地域と連携した活動を持続可能なものとするためには、今後も活動を継続していき

たいとする生徒本人の気持ちと、現在の活動に対する想いを後輩たちへ受け継ぐこ

との両輪によって持続可能な活動が実現できることを実感した。 
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学校や地域と連携した活動を実施している団体の事例 

 

１ 一般社団法人シヅクリ（静岡市葵区） 

区 分 内   容 

活 動 目 的 

「静岡の豊かな未来の創造」と「静岡から日本の未来を担う人材

の輩出」を目的とし、県内の小・中・高等学校と地域の企業や住民

をつなげ、相互に学び合うことで、人が育つ地域づくりを持続的に

実現するコミュニティづくりを目指す。 

団体の主な役割

○(株)教育と探求社が制作した教材を活用した探究プログラム（シ

ヅクリプロジェクト）実施に係る学校への働き掛けや企業への協

力依頼を実施 

○学習活動に当たり学校や企業との調整、教員や企業の研修を実施

○生徒の学習成果発表会を運営 

主な活動実績 

○企業の協力を得て中学・高校で探究プログラムを実施 

（令和２年度：５中学・２高校） 

・生徒は、企業訪問や社員による授業、グループ討議等を通じて

企業と静岡のリソースを掛け合わせて新たな可能性を探求し、

企業の新事業展開や静岡のイノベーションプランを提案 

○探究プログラムを実施する学校や協力企業が参加する生徒の成果

発表会を開催（令和２年度：１月 30 日） 

 

２ 特定非営利活動法人しずおか共育ネット（静岡市駿河区） 

区 分 内   容 

活 動 目 的 

多様な出会いと挑戦の機会の提供を通じ、次世代を担う人材の育

成及びキャリア形成のための事業を行い、自らの個性と能力を発揮

できる社会基盤づくりに寄与する。 

団体の主な役割

○高校におけるキャリア教育のコーディネートや授業を実施 

○高校の探究学習コーディネート・授業・個別伴走支援の実施 

○地域と連携した活動や探究を行う高校生の活動発表会を運営 

○企業と連携した公募型探究プログラムの実施 

○探究学習普及に向けた教員向け勉強会・ネットワークづくり 

主な活動実績 

○高校で職業人へのインタビュー、インターンシップ、社会人講話

を実施（令和２年度実施校：8 校 1,424 人） 

○高校で探究学習コーディネート・フィールドワークや地域人材に

よる講義等を実施（令和２年度サポート実施校：2校 571 人） 

○地域連携や探究学習の発表会の運営（高校生サミット令和元年

度：97 人参加、令和２年度：2 月 14 日開催） 

○静岡魅力探究プログラムの実施（令和２年度：11 校 55 人参加） 

○教員向けオンライン探究勉強会の開催（令和２年度：３回実施）

 

資料 11 
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３ 特定非営利活動法人キャリア教育研究所ドリームゲート（磐田市） 

区 分 内   容 

活 動 目 的 

多くの大人との関わりにより、就労観や社会人基礎力だけでなく、

礼儀、挑戦すること、失敗すること、やり直すこと、やり抜くこと

など、社会に出て生きていくための力を育む。 

団体の主な役割

○小学生に対するキャリア教育プログラムを企画し実施 

○中学や高校等で探究学習の普及を実施 

○定時制高校における地域の大人との対話の場のコーディネートを

実施 

○高校におけるキャリア教育のコーディネートを実施 

主な活動実績 

○企業の協力を得て小学生が職業体験を実施（令和元年度：45人参加）

 ・小学生は、職業体験を行った事業所のＰＲポスターを作成し発表

○リモートでの仕事人目線体験、インタビュー 

（令和２年度：７名参加） 

○中学校での親子進路指導講座、教職員や PTA コーディネーターへ

の講座（令和元年度：約 200 名参加） 

○ブラジル人学校での職業体験と PR ポスター制作・発表 

 （令和元年度：８名参加） 

○定時制高校の総合学習の時間で生徒が地域の職業人と対話 

（令和元年度実施校：１校） 

○高校で職業人へのインタビュー、インターンシップ、発表会を実施

（令和元年度コーディネート実施校：１校） 

○キャリア教育について大人の学び合い（キャリア教育カフェ） 

 （令和元年度：10 名参加） 

 

 



 

.



令和３年度「才徳兼備の人づくり小委員会」の進め方（案） 

 

１ 基本的な考え方 

令和２年度の「新しい時代に対応した「高等学校教育の在り方」」に関する提案の実現

に向け、令和３年度の取組を検証し拡大を図るとともに、高等学校教育を取り巻く環境

の変化や国における高等学校教育の在り方に関する議論等を踏まえ、「地域と連携した高

等学校教育の在り方」について議論を深め、地域の特長等に応じた魅力ある高等学校づ

くりのための方策を提案する。 

 

２ 令和３年度の協議事項 

○地域と連携した高等学校教育の在り方 

≪協議内容≫ 

＜具体的取組の改善と中長期的な方向性の検討＞ 

・令和３年度のモデル校での取組の検証を踏まえた改善事項及び中長期的な取組 

＜加速する人口減少を見据えた魅力ある高等学校教育の在り方の検討＞ 

・ＩＣＴ活用や少人数教育などによる教育の質の確保 

 

３ 提案内容の反映 

・提案を踏まえた実践委員会の意見及び総合教育会議での協議を経て、次期教育振興基

本計画（令和４年度～７年度）や魅力ある学校づくりに反映 

 

４ 年間計画 

実施時期 項 目 内   容 

第１回 

(５月頃) 
論点整理 ・検討の方向性及び論点の整理 

第２回 

(７月頃) 
論点深堀り ・第１回の会議を踏まえた論点の深堀り 

学校視察 

(９月頃) 
モデル校視察 ・モデル校における取組状況の把握 

第３回 

(10月頃) 
中間まとめ 

・第２回までの会議を踏まえた論点の深掘り 

・中間取りまとめ（提案骨子）→第２回実践委員会へ報告

第４回 

(12月頃) 

取組状況検証

論点深堀り 

・モデル校の取組の検証 

・第２回までの会議、実践委員会及び総合教育会議の意見

並びにモデル校の取組の検証を踏まえた論点の深掘り 

第５回 

(１月頃) 
終まとめ 

・第４回までの会議を踏まえた提案整理 

・ 終取りまとめ（提案）→第４回実践委員会へ報告 
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本年度の実践委員会と総合教育会議における主な意見 

１ ＩＣＴを活用した教育の推進 

子供たちの情報活用能力を育み、学力の向上を図るため、具体的にどのような

ＩＣＴを活用した取組が考えられるか。 

あわせて、それらの取組を進める上で、教員にどのような資質・能力が求めら

れ、どのように伸ばしていけばよいと考えられるか。 

また、ＩＣＴの活用と子供たちの心身の健全な育成を両立する上で、どのよう

なことが求められるか。 

○実践委員会（書面開催６月） 

(1) ICT 機器を上手に使いこなせる「才」の部分を磨くとともに、今後 ICT 社会が

進展するほど、使う側の人間性を高める「徳」を身に付ける教育に力を入れてい

く必要がある。 

(2) 多くの子供たちは生活の中で経験的に身につけたメディアリテラシーのみで

現実社会と対峙しているため、学校でのメディアリテラシー教育の充実を 優先

に行うべきである。 

(3) ICT への依存度が高くなった人が「聞く力」を失いつつあるため、異なる価値

観を持つ人との対話を避けるのではなく、ICT 機器を通して異なる価値観を持つ

他者との双方向性を実現することがポイントになる。 

(4) オンライン交流やオンデマンド授業における問題点など、公立小中学校におけ

る課題を改めて整理し、企業や先進的な私立学校、大学等から学ぶ必要がある。

(5) 環境整備を含めた方策を 優先に取り組むとともに、ICT 環境が整っていない

家庭へ配慮しながら新しいことに取り組んでいかなければならない。 

(6) 県内には掛川西高校や聖光学院高校といった好事例があり、ICT 活用の環境整

備と人材育成を一気に押し進める時宜にある。 

(7) 高等学校では PC を前提とし、機種の更新を考えると BYOD が、特別支援学校で

は状況によりタブレット又は PC の貸与が望ましい。 

(8) 学校や市町の境を越えて授業教材を共有し、分担して授業素材や教材を作成で

きるとよい。 

(9) 特別支援学校に通う生徒は、放課後等デイサービスで ICT を活用した学習支援

の取組等を行うことにより、家庭や学校の負担が少なくなる可能性がある。 

(10) オンライン授業は、登校困難な生徒や、発表が苦手な生徒にとって効果的であ

るため、教室での集団教育を前提とせず、時間と場所に縛られない学校教育へ大

転換するチャンスである。 

(11) ICT を学校教育でどのように活用していくのかについては、教員の能力が重要

となる。 

(12) ICT によってより良い学びがもたらされる分野とそうでない分野があるので、

全ての教科や分野をひとくくりで考えるのはよくない。特に芸術分野では ICT

による授業は大変困難である。 
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○総合教育会議（７月 29 日） 

・人は人が育てるので、対面での教育が大事である。人間性を磨いていくためには、

聞く力を高めることが大事であり、人間形成の第一歩である。 

・日本の ICT 教育は遅れているので、新型コロナウイルスの影響を契機に５Ｇを導

入して新しい教育を実現させる意気込みで、超法規的にスピード感を持って計画

的に取り組む必要がある。 

・ICT 教育は基礎学力を身に付けさせる手段であり、情操教育との両立は不可欠で

ある。人と人とのコミュニケーション、社会勉強、共同生活、多様性を理解して

受け入れる教育、道徳、倫理、体育、スポーツ、芸術等の学校で集って取り組む

べき分野の教育と ICT の有効利用をパッケージで捉えて推進することが必要で

ある。 

・貧困家庭のサポートが不十分だったことが ICT 導入を一気に進められなかった要

因の一つである。ICT 弱者に対し、地域総出できめ細かな支援をしていく時期で

ある。 

・コロナ禍で奪われている大人の学びの場である生涯学習をサポートするなど、ICT

導入で派生することもすくい取り、より良い ICT 環境の整備を進めていければよ

い。 

・オンデマンド型の講義で、定評のある講義を全ての学校で活用できるようにする

など、全県レベルで組織的に教材を準備していくことが必要である。 

・ICT は、過疎地と都市の学校間で学び合いができるなど空間を移動せずに同時双

方向でできるメリットがあるため、活用方法を広げていかないといけない。 

・ICT により、日常では見られない自然現象を教材として用意するという使い方が

でき、ICT を使った教材を準備することで学習の質を変えていくことができる。

・ICT により、学習者のモニタリングや授業の分析がやりやすくなり、授業の改善

につなげていくことができる。その場合、モニタリングや分析ができる人材の育

成や、専門部署や専門家の配置が必要になる。 

・ICT 教育の推進のためには、教育委員会の中に専門部署を設置し、集中して進め

る体制を目指してほしい。 

・教員志望者をどのように教育し、教員採用の際に ICT の知識や経験をどのように

確認するかということも整えていく必要がある。 
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２ 高等学校教育の在り方 

 新しい時代に対応した「高等学校教育の在り方」 

○実践委員会（書面開催６月） 

(1) 「日本一の ICT 環境の整備」、「STEAM 教育」、「ICT、AI を活用したアダプティ

ブラーニング」、「シズオカの教員はティーチャーからコーチ、ファシリテーター、

メンターへ」の４つが実現できれば、世界に冠する「教育のシズオカ」実現も夢

ではない。 

(2) 私立高校は先駆的な取組やチャレンジに特化し、公立高校で汎用的に取り組め

ることを、県主導でブラッシュアップして広く実現させるという役割分担の観点

が必要である。 

(3) グローバル人材の育成は、英語教育の徹底が重要となる。オンラインで海外と

つながる教育を実践するとよい。 

(4) 「主要５教科の学び」と「部活動」に加え、「地域社会と関わり行動する等の

活動」を取り入れるべきであり、生徒が五感で感じる教育の実践には、外に開か

れた高校教育が不可避である 

(5) 県外大学へ進学し、そのまま静岡県に戻ってこない者も多いので、高校段階か

ら県内企業の魅力を伝えていくべきである。 

(6) 人、地域、企業の共存が重要になる。将来にわたり、地域との関わりが続くよ

うな授業内容を考え、技芸を磨く人につなげていくシステムを具体化する必要が

ある。 

(7) 教員の多忙化の原因の一端が社会そのものの在り方にあるとすれば、地域全体

での解決に向けた動きを県が後押しする必要がある。 

(8) 「グローバル人材」、「イノベーションを起こす人材」を輩出する教育が必要で

ある。また、「徳」ある人物に触れ自らを省みる機会を高校生に持たせたい。 

(9) グローバルな高校を目指すために、芸術分野の教育の充実化、海外からの生徒

の受入れについて早急に議論する必要がある。 

(10) 「SDGs」を軸とする学びは、世界に通用する「 新の学び」となるので、その

学びの機会を県内全ての高校生につくるべきである。 

(11) 「演劇のスペシャリストを育てる世界 先端の高校（演劇コース）」ついて、

具体的なロードマップを考えたい。 

(12) 学びの価値を多様化させ、大学や就職先等に関係なく、自分が社会の中でパイ

オニアになりうる存在であるということを感じて自信を持てるような取組を行

う必要がある。また、学びの動機付けや自己安心感の獲得につながる体験の充実

が必要である。 
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○総合教育会議（７月 29 日） 

・高校生が実社会で活躍する将来のニーズに応えていくためにどういう高校が望ま

しいかという図式でそれぞれの課題を検討していただきたい。 

・全ての高校がアピールできる特色を持てるような体制を目指せたら素晴らしい。

・静岡県に全寮制のインターナショナルスクールがあると、大きな広がりにつなが

っていく。その際の 大の課題は優れた教員の確保であり、全世界から集めると

いう発想が必要である。 

・ボランティアなど地域貢献活動の実績を学校裁量枠として設定している高校があ

るように、高校が地域に貢献していく生徒を支援していく考え方が必要になって

くる。 

・スポーツや身体表現の分野で中学校連携できるとよい。身体表現という形でのス

ポーツと文化・芸術と共通部分があるので、皆で学び取りながら生徒が自分の進

む方向を自主的に決めていけるような環境に高校が変わっていくと面白い。 

・高等学校の在り方に関する議論は、際限なく話が広がり実行に至らないので、時

間軸を設定し、すぐにやることと５年ぐらい先に目指すことをはっきりさせて議

論できればよい。 

・演劇科については、従来ある芸術コースで演劇系のことを行っている学校でカリ

キュラムを組み替えて SPAC の先生を入れる形であれば少しずつ進めそうな気が

する。 

・特色や特徴は多様性から生まれるので、教育、芸術、文化は、多様性をどう尊重

していくかを常に念頭に置いて考えていく必要がある。 
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○実践委員会（11 月 25 日） 

(1) 生徒は主体的に行動するので、ICT をもっと使うことで、創造力を学ぶ機会を

作ってほしい。 

(2) 英語をツールとして海外の生徒とディスカッションして、更に新しい取組を英

語で発言して連携していけるレベルまで静岡県でも目指していくとよい。 

(3) 自ら考えて行動する力を企業側は求めているので、自ら考えてどう組み立てい

くのかという力を身に付けられるような教育が小学校から必要である。 

(4) いかに高校時代に社会活動を経験できるかが大事であり、単位化したりカリキ

ュラムに入れたりして企業や社会で経験してもらえると見え方が変わってくる。

(5) 生徒に何かきっかけを与えるためのサード・プレイスを地域の中につくり、そ

こに企業も参画し融合すれば、積極的な生徒と気後れしている生徒にある想いの

格差を解消できる。 

(6) 魅力あるまちづくりを行うと、そこにある学校や企業も光ってくるので、まち

づくりと学校づくりが両輪で必要である。 

(7) 生徒が地域の企業や社会と関わりながら様々なことを経験していくことは重

要だが、校長も地域を理解するようになると他の教員にも影響を与え、教員も地

域を理解すれば、生徒の活動しやすい環境が整う。 

(8) 高校生には周りの人々に多様性があるように見えないので、多様な大人や生き

方を中高生のうちに様々な形で見てもらえればよい。 

(9) 子供たちは、人間らしい大人と出会い、魅力ある大人との出会いによって変わ

っていく。生徒自身が地域の方と関わって、何がどう変わるかが重要である。ま

た、技術や資格に走りがちだが、どこに行っても通用する力という土台を身に付

けることが大事である。 

(10) 今までの学校教育の中にも自ら考え行動できる子供は育つ環境はあるので、進

学という一大イベントを自分の力で乗り越えるということまで導いて後押しす

れば、受験を通して自ら考える力は十分付くはずである。 

(11) 学校行事が縮小され、学校が進学学力にあまりにも傾倒しているので、昔から

やってきたことをしっかりやっていけば、自ら考え行動することは十分できる。

(12) 小委員会での議論を来年度も進めていただき、熱心な方々のすばらしい御意見

を伺い、実践委員会の意見として総合教育会議に反映していく形をつくりたい。
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○総合教育会議（１月 15 日） 

・今までの日本の教育が知識偏重型で、同質性を求める教育を行ってきた弊害が浮

き彫りになったと改めて感じた。 

・10 年後、20 年後、50 年後にどのように世界が変わり、その世界で生き延びてい

くためにはどのような教育が必要になるのかというように、将来を見通した上で

逆算して課題抽出する手法があってもよい。 

・生徒と企業のアンケート調査では、教員の考え方や想い、捉え方が見えてこない

ので、余裕があれば切り込んでほしい。教員がどのような価値観を持っているの

かをしっかり把握する必要がある。 

・教員には学校で求められている業務が多いので、地域と連携した学びをサポート

する役割の人が必要である。県教育委員会としても、提案のあったコーディネー

ト専門人材の配置・育成についてサポートとしていく必要があると強く感じた。

・これからの子供たちには、不確実、不確定な世の中を生き抜く力が大事であり、職

業観を通じてどのような生き方をしたいのかをしっかり考える教育が学校で広まっ

ていくことが大事である。 

・地域社会に開かれた教育について、教員免許を持っていない民間のスペシャリス

トが学校で授業を行った際に単位認定はどうなるのかなど、実際に起こる問題に

ついて他県で実施される研究に参加するので、問題が見えてきたら報告したい。

・静岡県の高校生は首都圏へ進学した後、いろいろな事情で地元に戻ってこない。

実家を離れて一人で武者修行することで失敗や勉強を通して人間形成ができて

いくので、地元に無理やり残るようにするのではなく、若者が静岡県に戻って来

てくれる仕組みをつくることが大事である。 

・静岡県の優秀な学生に対して、卒業後に地元の企業へ就職する代わりに奨学金の返

済をその企業が支援することを約束する予約のような形にすると、学生はその企業

に入るために勉強にも力が入り、企業にとってもプラスになるので、静岡方式とし

てトライしてもよい。 

・コーディネーターをどこで探し、どのように育成していくかということが集中し

て考えていかなければならない課題の一つである。企業と一緒に高校生を育てる

重要性が指摘されているが、企業を退職して後進の育成に関心のある人を探して

みるのもよい。 

・今の高校はいろいろな取組を熱心に行っているが、良い実践例が世の中に広く周

知される機会が少ないので、既に取り組んでいる良い実践例を一目で分かるよう

に紹介していくとよい。 

・学校と地域を一人でつなぐことは難しいので、地域の側から発掘したコーディネ

ーターと学校のことをよく知っているコーディネーターが二人三脚でつないで

いく形ができるとよい。 

・高校と連携した企業の社員がとても生き生きとしているという報告があり、連携

の枠組みの中で企業側にもポジティブな影響がある。高校と企業の連携によるポ

ジティブな成果を企業側から経済団体の集まりの中で発表する機会があると、企

業にも高校と連携してみようという視点ができてくる。 
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３ 誰もが夢と希望を持ち社会の担い手となる教育の推進 

いじめや不登校等の問題の解決に向け、どのようなことが求められるか。 

また、経済的・社会的な事情にかかわらず、全ての子供が等しく教育を受けられ

るようにするため、具体的にどのような取組が考えられるか。 

特別な支援を必要とする子供たちの将来の自立と社会参加を目指し、一人一人の

ニーズに対応した教育環境や教育内容の充実を図るとともに、個々の可能性を最大

限に伸ばすため、具体的にどのような取組が考えられるか。 

○実践委員会（９月 24 日） 

(1) 情報を集積して分析できる社会になってきたので、アンケートを重視して活用

することでいじめを未然に防ぐことにチャレンジしていけばよい。 

(2) ICT を活用して共有のコンテンツを作成する際に横のネットワークを構築する

など、貧困問題やいじめ・不登校問題と ICT 教育を一体で進めていくことができ

る。 

(3) 学校に行かなくても学べるホームスクールは、いじめや不登校の問題を抱える

子供たちにとって救いになる可能性もあるが、親の在宅を前提とするなど各家庭

だけの負担とならないよう、地域で見守っていくことが必要である。 

(4) 地域コミュニティが強化されることで、地域の子供たちへの目配りが細かくな

り、落ちこぼれを防いで地域の教育レベルが上がっていく。 

(5) リーダーシップ育成の観点から、生徒会やクラスなど生徒同士で解決すること

が大事であり、いじめがあったときに同世代が助け合い、それを教員等がフォロ

ーしていくということを考えるとよい。 

(6) 課題を大量に出す管理型の進学校では、生徒が疲弊して不登校につながってい

るため、こうした進学校の状況を見直し、自分の課題は自分でプログラムして選

択できる自主自学のシステムにしてほしい。 

(7) 引きこもりやいじめにも理由があるので、相互理解できる時間があるとよい。

失敗しても大丈夫だと言ってあげられる場所があれば、子供は救われる。 

(8) 「才徳兼備」の「才」だけを育てても駄目である。「才」の部分の活動の中で

「徳」も育ち、「徳」があることで「才」が更に伸びていくので、「才」と「徳」

の両輪で取り組んでいくことが大事である。 

(9) いじめの防止の観点では、子供の頃からハラスメント教育を行う必要がある。

ジェンダー、ICT リテラシー、ダイバーシティの問題など、様々なケーススタデ

ィによるハラスメント教育を学校現場で行えるとよい。 

(10) 特別な支援を必要とする子供たちに対しては、アダプティブラーニング（個別

適化学習）として様々なコンテンツが既に存在している。静岡県が先駆的にア

ダプティブラーニングに取り組んでほしい。 

(11) 学校の勉強が物足りないと感じている子供たちと、追い付いて行けないと感じ

ている子供たちがいる。両方の子供たちにどのような光を当てたら本当の意味で

の才能を伸ばしていけるのかを今後考えていきたい。 
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○総合教育会議（10 月 22 日） 

・私塾で黙想を実践しており、子供たちに落ち着きが出てくるという効果を体験し

ている。黙想の時間が学校教育の中に取り入れられている本県の教育は素晴らしい。

・いじめ、不登校、貧困等の問題は、掛け算のように複雑に絡み合っており、支援

する方々とつなぐ教員の負担が増えている。 

・差別的な発言や同調圧力を子供たちに感じさせるような発言をしてしまう大人の

意識改革が必要である。また、生徒自身で校則を考えて実践することでいじめ等

を減らした他県の事例があるので、県内の学校でも生徒たちに学校の在り方を考

えさせる取組を試すとよい。 

・スポーツがサードプレイスとしての逃げ場という形でのサポートができることを

実感している。 

・教育委員会の取組のバリエーションは増えたが、十分行き渡るボリュームが用意

できていない。いろいろな試みが進んできているので、どのような効果があるの

かをきちんと見極めてボリュームを増やしていく努力が必要である。 

・現代の重要なキーワードは「多様性」である。様々な場面で多様性を意識し尊重

する社会をつくっていくことが大事である。ICT を使った教育も多様性であり、

学び方に関しても多様性を認めていくシステムが必要である。 

・「職業に対する誇りを持つ」ことで満足感や夢と希望を持ち、社会を乗り切って

いくことができる。 

・障害のある生徒と障害のない生徒とをできるだけ交流させることが大切である。

学校のカリキュラムに福祉の時間をつくるなど、お互いに助け合うようなことが

できれば特別な支援を必要とする子供たちへの教育の充実と地域全体で成長を

支える活動を促進できる。 

・中学校までは少人数教育ができるようになったが、少人数教育は、教員の負担を

軽減し、教育の質を高めるので、県内の公立高校でも決められた基準に対して疑

問を持つべきであり、高校に広げていくことも検討課題である。 

・画一化には一面では良い面もあるが、社会や文化、教育分野では逆効果となる。

国や地域、そこに生活する人々の状況を踏まえて自由に組織化するべきである。

・通常学級にいる発達障害のある児童生徒に対するケアや、障害のない生徒の保護

者等の取り巻く人たちの理解が今後の課題となる。 

・肢体不自由な方が「OriHime」というロボットを使ってカフェを開くなどの活動

をしている事例があるので、特別支援学校の中にも ICT が広まっていくとよい。

・新型コロナウイルス感染症による経済への影響は今後の方が大きく出て、貧困等

により就学を諦めざるを得ない子供たちが出てくることを危惧している。こうし

たことが起きてこないかモニターする仕組みを作り、備えておく必要がある。就

職の問題も同様に、状況をきちんと把握するためにアンテナを高くしておく必要

がある。 
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４ 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の推進 

 一人一人の能力、適性、成長に応じた多様な学習機会を提供し、個々の能力を更

に伸ばしていくために、具体的にどのような取組が考えられるか。 

グローバル化が進展する社会において、世界に貢献できる人材を育成するため

に、具体的にどのような取組が考えられるか。 

○実践委員会（11 月 25 日） 

(1) 地域の困りごとについて、結果は出なくても取り組むところまでは総合学習で

やってほしい。自分の進路や受験に関わらなくとも、変革と利他をポイントに

SDGs を総合学習で進めていくとよい。 

(2) 才能を発揮する人材とグローバル人材の育成については、静岡県内の人たちだ

けで考えていても難しい。失敗してもよいので教育行政に関わる人のマインドセ

ットを変えなければ、幾ら静岡に関わる人たちが話し合いをしていても縮小して

いくような政策しか出てこない。 

(3) 全県下平等に実施すると大変なお金と時間がかかるので、例えばトヨタによる

裾野の未来都市の建設などに乗るのも一つのアイデアである。 

(4) グルーバル人材の育成において、オンラインではできない生身の付き合いは大

事だが、新型コロナウイルス感染症の影響により、海外に生徒を送ることができ

ないので、海外から優秀な高校生を農業高校などで受入れてほしい。 

(5) 海外から勉強するために来てもらうためには、欧米ばかりに目を向けずに、身

近なアジアからすばらしい先生をたくさん呼べるよう環境整備をすると、本当の

意味でのグローバル人材が育つ。 

(6) 小学校から、流暢な英語でなくても互いに通じ合えるような英語を毎週使うこ

とが大事である。英語に触れていくことが優秀な才能を伸ばすことにつながるた

め、予算や仕組みの面で具体化をお願いしたい。 

(7) 世界で活躍するために子供たちを育てるのではなく、世界に貢献できる人材を

育てていくという考え方にしなければ、優秀な人材はとにかく外に行きなさいと

いうことになり、遠くに行くことが目的で何が 終的な人生のゴールなのか見失

ってしまう。 

(8) 一人一人の才能は違っており、その才能を伸ばす時にどれだけの教員がその生

徒に対して目を向けているかということが、その生徒の才能をうまく汲み上げる

ための大事な仕組みだが、教員の多忙化により手が回っていない現状では、一人

でも多くの生徒に目を向けられるような状況をどう作るかが非常に大事である。

(9) 本当の意味でのグローバル人材を育てていくのならば、授業を完全に英語で行

うことが重要である。 
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○総合教育会議（１月 15 日） 

・教える側の教員が価値観を変えなければならない。これまでの教育は横並びであ

り、均一性や同一性を求める教育だったので、そうした観点をリセットして出る

杭をいかに多く作るかという教育に変えていかなければならない。 

・芸術であってもスポーツであっても、とにかく多岐にわたって本物に触れる機会

を多く生徒たちに与える工夫が必要である。   

・情報機器や人工知能を駆使して基礎教育の効率化を徹底的に追求していくこと

で、教員の時間的・物理的・精神的な余裕が生み出されるので、その生み出され

た時間を生徒たちの個々の力を伸ばす教育に当てる工夫が必要である。 

・学級、学年、学科、学校の種類、地域、公立・私立等の垣根を取り払い、類似す

る才能や同じような分野への興味を持つ生徒たち同士を幅広く交流させ、刺激を

与え合うことで才能を伸ばしていくということが考えられる。 

・特技や才能、興味を持っている生徒たちが、教えられるのではなく自ら考えて学

ぶ時間を学校教育の中に単位として組み込んでいくような工夫ができれば、生徒

たちを伸ばす大きなきっかけになる。 

・多様な人材の育成の観点からは、学力が高いことで参加できるプログラム以外に

もっと多様なプログラムを推進していく必要がある。 

・自分で考えて自分で問題解決を図る子供を育てることが大事であり、そのために

は何でも好奇心を持って実行に移すことで、自分で創り出していける力を持って

もらうしかない。自ら問題を見付けて解決する力を身に付けた若者が多く出てく

ることを期待している。 

・高校が学校開放の拠点になっていけば面白い。健康増進で自分の体に興味を持っ

た年配者向けの施設としてサポートしたいという企業が多い。教員ではない大人

が学び続けている姿勢を見るのは子供たちにも良い刺激になるので、地域に対す

る学校開放の可能性が広がっていく。 

・先進的な試みを真似し合う環境づくりが必要であり、そのために事例をきちんと

紹介するようにすることが必要である。 

・グローバル人材とは、海外との接点ということだけではなく、多様性を理解し受

け入れることができる人材である。 

・英語圏以外の言語や暮らしに触れる機会を持つことは大事であり、静岡県は、地

域の定住外国人や留学生といった人材を生かしていける。 

・グローバル化は、ただ海外へ広がっていくという意味ではなく、根っこを持って

いないといけない。自分の座標軸を持つため、静岡県民が共通して認識できるも

のを強く打ち出していく必要がある。 

・全寮制のインターナショナルスクールであってもバカロレアであっても、多様性

の勉強の場としての高校を積極的につくっていくべきであり、そのためには知事

部局と教育委員会が連携し補完し合いながら新しい高校の構想が実現していく

ことを望む。 

10



令和２年度 総合教育会議の主な成果 

 

 

参考資料Ｐ６ ＩＣＴ教育の推進（教育委員会教育政策課等） 

(1) ＩＣＴ教育戦略室（ＴＥＡＣＩＣＴ）の設置及び体制強化 

○教育委員会の教育政策課、同課ＩＣＴ教育推進室、総合教育センターによる「ＩＣ

Ｔ教育戦略室」を令和２年８月に設置し、アドバイザーの助言を受けつつ、ＩＣＴ

教育に関する施策を一体的かつ強力に推進 

○令和３年度は、教育政策課人権・教員育成班（人権教育推進班から改編）を加え、

企画、人材育成、環境基盤、学校支援の４チームを置き、連携して実効性の高い施

策を展開するとともに、「ふじのくに学校教育情報化推進計画（仮称）」を策定 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ＩＣＴ教育に係るソフト・ハード一体的な推進 

○低所得世帯の高校生貸与用タブレット端末・モバイルルータの整備及び学習管理シ

ステム導入実証等を行うとともに、ＩＣＴ活用に係る教職員研修を拡充 

 

 

参考資料Ｐ10 新時代を拓く高校教育推進事業（教育委員会高校教育課） 

(1) 普通科改革及び新学科等の具現化（オンリーワン・ハイスクール）  

○モデル校を選定し、教育課程の研究、専門機関と連携した研究、地域協働による研

究、多様な社会資源を活用した個別学習の研究等を実施 

○地域協働による研究においては、「才徳兼備の人づくり小委員会」の提案を踏まえ、

住民や企業、大学等と連携した授業の実施に向け協議会を設置するなど取組を推進 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

資料６ 

１ ＩＣＴを活用した教育の推進 

２ 高等学校教育の在り方 

【オンリーワン・ハイスクール】グローカル ハイスクールの実践内容(想定)

地域課題解決コンソーシアム(仮称)

・連絡協議会の設置（事業の計画・運営・調整）

・地域資源の情報共有や生徒の発表の場の設置

・地域コーディネーターの配置（参加機関間の調整）

地元企業

自治体

地域住民

高校
〇地域が積極的に学校と連携できる

体制づくり
〇地域住民の案内によるスタディツアー
〇地域人材による課題発見セミナー

グローカルリーダーの育成

コンソーシアムを中心とした地域課題解決の探究・研究

〇地域密着型企業への訪問
〇専門家による講義
〇企業と合同で商品開発
〇地元企業でのインターンシップ

大学等

 ＩＣＴ教育戦略室(TEACICT) 

○企画チーム 

「ふじのくに学校教育情報化推進計画」の総括 

リーダー：教育政策課長（政策企画班） 

教

育

政

策

課

○環境基盤チーム 

ICT 環境（ソフト・ハード) 

データ活用 

リーダー：ICT 教育推進室長 

（ICT 教育推進班） 

○人材育成チーム 

ICT 人材育成 

ICT モラル・リテラシー向上 

リーダー：人権・教員育成室長 

(人権･教員育成班) 

○学校支援チーム 

研修カリキュラム 学校ＩＣＴ化推進   

リーダー：センター副所長 

(研 修 課) (企画･ICT 推進課) （各学校支援課） 

総
合
教
育

 

セ
ン
タ
ー

 



(2) 実学系学科の産学官との連携強化による実学の推進 

○産業界や大学の高度技術者や研究者の招請等による技術・技能の習得、他県高校生

との競い合いによる技術向上、実学高校の技術・技能の小中学生への発信を実施 

 

 

参考資料Ｐ14 夜間中学設置事業（教育委員会義務教育課） 

(1) 夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）設置に向けた検討  

○新たな学びの場、学び直しの場である県立の夜間中学（ナイト・スクール・プログ

ラム）について、令和５年４月の開校を目指し、有識者会議による協議を行い、規

模や設置場所等を含めた基本方針を策定 

 

 

参考資料Ｐ19 「演劇の都」推進事業（スポーツ・文化観光部文化政策課） 

 (1) 「演劇の都」づくりの推進 

○高校生を対象に「演劇の都」を担える人材を養成する演劇スクール「ＳＰＡＣ演劇

アカデミー」を開催するとともに、県立高校の演劇専門教育の実践的研究を実施 

○「演劇の都」の拠点となる舞台芸術公園の利活用策を検討 

＜ＳＰＡＣ演劇アカデミーの概要＞ 

対 象 令和３年度に高等学校に在籍する生徒（定員15名程度） 

活 動 日 等
（１）講座期間：令和３年度１年間のカリキュラムで終了する。 

（２）活 動 日：週３日程度（平日に２日、土日に１日程度） 

活 動 場 所 静岡芸術劇場、静岡県舞台芸術公園 

募 集 令和３年３月１日～３月15日 ※選考は予算議決後に実施 

主な 

プログラム

・教養についての座学（平日）（オンライン参加も可能） 

・ミュージカル映画で学ぶ英語（平日）（オンライン参加も可能） 

・ＳＰＡＣの稽古見学、名作戯曲の上演に向けた稽古 

・ＳＰＡＣ作品等の観劇、県外合宿（夏季）、成果発表会（令和４年２月）

 

３ 誰もが夢と希望を持ち社会の担い手となる教育の推進 

４ 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の推進 


